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(57)【要約】
【課題】　液晶表示装置において、低コスト化や、低温
や高温時における不良発生を抑制すること、開口率の低
下や表示画像のコントラストの低下を抑制することなど
が可能となる。
【解決手段】　本発明の液晶表示装置１００は、行列状
に配列される画素電極１１２およびＴＦＴ１１４と互い
に交差する信号線１１７および信号線１１８とを備えた
アレイ基板１１０と、画素電極１１２間に格子状遮光パ
ターン１２３を遮光パターン１２３の交差部に柱状スペ
ーサをそれぞれ備えたＣＦ基板１２０とが、液晶層１４
０を介して対向配置され、前記交差部において、前記各
信号線が交差する部分と交差しない部分を有することに
よりアレイ基板１１０表面に段差が設けられ、柱状スペ
ーサは前記各信号線が交差する部分にメインスペーサ１
２５ｍを交差しない部分にサブスペーサ１２５ｓをそれ
ぞれ備える。
【選択図】　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　画像を表示する表示領域内において行列状に複数配列される画素電極および該画素電極
のそれぞれに接続されるスイッチング素子と、互いに交差して行方向或いは列方向に延在
して配置され、それぞれ前記スイッチング素子に接続される複数本の走査信号線および複
数本の映像信号線と、が設けられるアレイ基板と、
　前記アレイ基板と液晶層を介して間隔を空けて対向配置され、前記複数配列して設けら
れる画素電極間の領域に重なって格子状に設けられる遮光パターンよりなるブラックマト
リクスと、前記間隔を一定範囲内に保持する複数の柱状スペーサとが設けられる対向基板
とを備え、
　前記アレイ基板上における前記走査信号線および前記映像信号線の配置は、前記走査信
号線および前記映像信号線のうち一方の信号線について、互いに隣接する任意の２行の画
素電極間の領域において、当該一方の信号線が複数本配置されるとともに、前記走査信号
線および前記映像信号線のうち他方の信号線について、互いに隣接する任意の２列の画素
電極間の領域において、当該他方の信号線が１本配置される領域と当該他方の信号線が配
置されない領域が混在して配置されるものであり、
　前記格子状に設けられる遮光パターンの交差部において、前記走査信号線および前記映
像信号線が交差する部分と、前記走査信号線および前記映像信号線が交差しない部分を有
し、更に、前記走査信号線および前記映像信号線が交差する部分と前記走査信号線および
前記映像信号線が交差しない部分との間において、前記アレイ基板の表面の高さの異なる
段差が設けられ、
　前記柱状スペーサは、前記格子状に設けられる遮光パターンの交差部に設けられるとと
もに、前記走査信号線および前記映像信号線が交差する部分に設けられ前記アレイ基板表
面と当接するメインスペーサと、前記走査信号線および前記映像信号線が交差しない部分
に設けられ通常時は前記アレイ基板表面に当接されず、前記間隔が前記一定範囲内で狭め
られた際に前記アレイ基板表面と当接するサブスペーサとを備えることを特徴とする液晶
表示装置。
【請求項２】
　前記格子状に設けられる遮光パターンよりなるブラックマトリクスは、前記列方向に沿
って設けられる遮光パターンについて、各列間で同じ幅で設けられることを特徴とする請
求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項３】
　前記格子状に設けられる遮光パターンよりなるブラックマトリクスは、前記列方向に沿
って設けられる遮光パターンについて、前記他方の信号線が１本配置される領域に重なっ
て配置される列の当該遮光パターンの幅に比べて、前記他方の信号線が配置されない領域
に重なって配置される列の当該遮光パターンの幅が細くなるよう設けられることを特徴と
する請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項４】
　前記アレイ基板上に設けられ前記画素電極との間に電界を生じることにより前記液晶層
における液晶を駆動する対向電極を備え、前記画素電極と前記対向電極の少なくとも一方
において、前記列方向に長手方向を有したスリット電極或いは櫛歯電極を備えることを特
徴とする請求項１から請求項３の何れか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項５】
　前記アレイ基板上に設けられ前記画素電極との間に電界を生じることにより前記液晶層
における液晶を駆動する対向電極を備え、前記画素電極と前記対向電極の少なくとも一方
において、前記列方向に対して３０度以下の同じ角度でそれぞれ正方向と負方向に傾斜す
る２方向の長手方向を有した屈曲形状のスリット電極或いは櫛歯電極を備えることを特徴
とする請求項１から請求項３の何れか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項６】
　前記メインスペーサと前記サブスペーサは、それぞれ、前記対向基板の表面に固着して
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設けられ、互いに同じ厚みに設けられる樹脂パターンにより構成されることを特徴とする
請求項１から請求項５の何れか１項に記載の液晶表示装置。
【請求項７】
　前記画素電極は、その一部の領域において光を透過する透過領域を形成する透過電極と
、その別の一部の領域において光を反射する反射領域を形成する反射電極を備え、
　前記対向基板上において、少なくとも前記反射領域に所定の膜厚で設けられ前記透過領
域では開口して設けられることで、前記反射領域における前記液晶層の厚みについて、前
記所定の膜厚に対応する厚み分、前記透過領域における前記液晶層の厚みに比べて薄く調
整するギャップ調整層を備え、
　前記メインスペーサと前記サブスペーサは、双方ともに前記ギャップ調整層の表面に配
置される半透過型の液晶表示装置であることを特徴とする請求項６に記載の液晶表示装置
。
【請求項８】
　前記メインスペーサと前記サブスペーサは、それぞれ、前記対向基板の表面に固着して
設けられ、互いに異なる厚みに設けられる樹脂パターンにより構成され、
　前記サブスペーサを構成する前記樹脂パターンの厚みが、前記メインスペーサを構成す
る前記樹脂パターンの厚みに比べて薄いことを特徴とする請求項１から請求項５の何れか
１項に記載の液晶表示装置。
【請求項９】
　前記アレイ基板上における前記走査信号線および前記映像信号線の配置は、前記走査信
号線について、互いに隣接する任意の２行の前記画素電極間の領域において、当該走査信
号線が２本配置されるとともに、前記映像信号線について、互いに隣接する任意の２列の
前記画素電極間の領域において、当該映像信号線が１本配置される領域と当該映像信号線
が配置されない領域が１列ごとに交互に配置されるものであり、
２倍走査線方式の液晶表示装置であることを特徴とする請求項１から請求項８の何れか１
項に記載の液晶表示装置。
【請求項１０】
　前記アレイ基板上における前記走査信号線および前記映像信号線の配置は、前記映像信
号線について、互いに隣接する任意の２行の前記画素電極間の領域において、当該映像信
号線が２本配置されるとともに、　前記走査信号線について、互いに隣接する任意の２列
の前記画素電極間の領域において、当該走査信号線が１本配置される領域と当該走査信号
線が配置されない領域が１列ごとに交互に配置されるものであり、
　前記行列状に複数配列される前記画素電極に対応する画素においては、青色、赤色、緑
色、および白色からなる４色が２行２列の行列状に配列してなる４画素を繰り返し単位と
する絵素が配列してカラー表示を行うことを特徴とする請求項１から請求項８の何れか１
項に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶表示装置にかかり、特に、基板間を保持する柱状スペーサを有するとと
もに、駆動回路チップ数を減らし、製造コストを節減することのできる液晶表示装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置において、駆動回路（ＩＣ）チップ数を減らすことによって製造コストを
抑制する手法として、例えば、比較的高価な部品となる映像信号線側の駆動ＩＣチップを
減らすことを可能とする２倍走査線方式と呼ばれる技術がある。
【０００３】
　２倍走査線方式の液晶表示装置は、例えば、特許文献１、または、特許文献２に開示さ
れる様に、表示領域内において行列状に画素が配置される液晶表示装置において、列方向
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に延びる映像信号線（ソース配線）の一本を挟んで２列の画素が配置され、その２列の画
素で、その一本の映像信号線を共有するものであり、映像信号線の本数を半減し、映像信
号線用の駆動ＩＣチップ数を低減できるものである（映像信号線の本数を半減できる点か
ら、ハーフソース方式とも呼ばれる）。一方、各行において１本の映像信号線に対してス
イッチング素子（例えば、薄膜トランジスタ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏ
ｒ：ＴＦＴ））を介して接続された隣接する２つの画素は別々の走査信号線（ゲート配線
）により駆動する必要があることから、走査信号線は、２行の画素間の領域のそれぞれに
対して２本ずつ配置されることとなり、走査信号線の本数は従来の２倍となる。この点か
ら当該方式は２倍走査線方式と呼ばれている。
【０００４】
　この２倍走査線方式の液晶表示装置の１つの特徴として、映像信号線の本数が半減され
ること、つまり、行方向に並ぶ画素数（画素列の数）に対して映像信号線の本数が少なく
設けられることから、２列の画素間の領域において、映像信号線が設けられない画素間領
域が発生する。具体的には、２列の画素間の領域において、映像信号線が１本配置される
画素間領域と、映像信号線が０本配置される（映像信号線が設けられない）画素間領域が
交互に並んだ配置となる。なお、用途に応じて、２倍走査線方式の液晶表示装置とは逆に
、映像信号線の本数を２倍配置し、走査信号線の本数を半分とすることで、走査信号線用
の駆動ＩＣチップ数を削減した方式を採ることも可能であるが、当該方式でも、この映像
信号線が設けられない画素間領域を有する特徴について備えることになる。
【０００５】
　また、２倍走査線方式の液晶表示装置においては、特許文献２に開示される様に、上記
の様な２倍走査線方式の特徴を有した映像信号線および走査信号線が設けられるアレイ基
板に対して、液晶層を介して対向して、遮光層（ＢＭ：ブラックマトリクス）やカラーフ
ィルタなどが適宜設けられた対向基板（カラーフィルタが設けられ場合にはカラーフィル
タ基板とも呼ばれる）が設けられる。更に、これらアレイ基板と対向基板間には、液晶層
の厚みに対応する基板間距離を制御するために柱状スペーサ（ポストスペーサ：ＰＳ、或
いは、カラムスペーサとも呼ばれる）が配置される。
【０００６】
　また、この柱状スペーサは、それ自体の配置される領域では、基本的に表示動作を行う
液晶が排除されることから液晶のオンオフによる表示動作をすることができず、更に、そ
の近傍においても、ある程度の範囲内で配向膜に対する所望の配向処理ができないことに
より液晶の配向などが乱れ、所望の液晶のオンオフによる表示動作をすることができない
こと、更に、これらの柱状スペーサの設けられる領域とその近傍の領域では表示動作がで
きないだけでなく、光漏れを生ずることから遮光領域に配置する必要がある。従って、柱
状スペーサは、少なくとも画素電極の設けられない領域、例えば、走査信号配線の設けら
れる領域や、スイッチング素子（例えば、ＴＦＴ）の設けられる領域、映像信号線の設け
られる領域など、基本的には遮光層（ＢＭ）の形成される遮光領域に配置される。上記の
特許文献２の例でも、柱状スペーサＣＳが、上記の典型例に沿って、遮光領域のうち、有
機保護膜ＰＡＣで覆われ表面が平坦化されたＴＦＴと対向する領域付近に配置された構成
が開示されている。また、特許文献２の例では、柱状スペーサＣＳの配置される対向基板
（上部基板ＳＵＢＳ１）側の表面についても保護膜ＯＣにより平坦化されている。
【０００７】
　一方、近年、液晶表示装置においては、使用温度範囲が広くなってきていることに伴い
、例えば、液晶表示装置を低温に置いた場合は、液晶の収縮量に対して柱状スペーサの収
縮が追従できなくなることでセル内に気泡を発生する不良（低温発泡不良とも呼ばれる）
、或いは、高温に置いた場合は、液晶の膨張量に対して柱状スペーサの膨張が追従できな
くなることにより発生する重力方向に対しパネル下側でセルギャップが増加する不良（高
温下膨れや重力ムラとも呼ばれる）の対策として、常時、アレイ基板と対向基板の両者に
接して設けられ基板間隔を保持する為に機能する柱状スペーサ（メインスペーサ）を比較
的低密度に配置することに加え、通常時はアレイ基板と対向基板の一方のみに接して設け
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られ外部から一時的に大きな荷重が加えられた場合には、アレイ基板と対向基板の両者に
接することで、当該荷重を分散して受け止めるように機能する柱状スペーサ（サブスペー
サ）を設けたデュアルスペーサ構造が用いられる場合が多い。但し、これまでは、上記説
明した２倍走査線方式の液晶表示装置は、どちらかと言えば低コスト化を重視した廉価版
の液晶表示装置に関する技術であることから、広い使用温度範囲での品質を保証するデュ
アルスペーサ構造を２倍走査線方式の液晶表示装置に適用した製品は少なく、具体的にデ
ュアルスペーサ構造を２倍走査線方式の液晶表示装置に適用した構成を開示した文献も確
認されて無い。
【０００８】
　映像信号線と走査信号線を列方向或いは行方向における各画素間領域に１本ずつ配置し
た通常の液晶表示装置の場合、つまり、２倍走査線方式を用いない通常の液晶表示装置に
おけるデュアルスペーサ構造の構成については、例えば、特許文献３～特許文献５に記載
されるとおり、大きく分けると２種類がある。
【０００９】
　先ず、一方は、対向基板側に設けられる柱状スペーサ自体は全て同じ高さとしたうえで
、アレイ基板側表面に形成される段差を利用して、相対的に凸となる部分に配置する柱状
スペーサをメインスペーサとし、相対的に凹となる部分に配置する柱状スペーサをサブス
ペーサとする構成である。この構成の具体的な例としては、例えば、特許文献３に記載さ
れる様に、相対的に凸になる部分として、別途台座パターンを走査信号線の一部に設ける
ことで、当該台座パターンを設けた走査信号線の一部にメインスペーサを配置し、台座パ
ターンを配置しない走査信号線の一部にサブスペーサを設ける場合がある。また、特許文
献４に記載されるとおり、既に設けられているアレイ基板側表面に形成される段差を利用
し、例えば、ＴＦＴ部や走査信号線と映像信号線の交差部などの遮光領域内のうち相対的
に凸となる部分にメインスペーサを配置し、ＴＦＴ部や映像信号線との交差部を除いた走
査信号線の一部などの遮光領域内のうち相対的に凹となる部分にサブスペーサを配置する
場合がある。
【００１０】
　続いて、もう一方のデュアルスペーサ構造の構成としては、例えば、特許文献５に記載
される様に、対向基板側に設けられる柱状スペーサ自体を２種類の高さに作り分けてデュ
アルスペーサ構造とする構成となる。特に、アレイ基板側表面が、当該基板表面を平坦化
する作用を有する有機樹脂膜（有機平坦化膜）で覆われた構成を用いた場合には、アレイ
基板側表面に殆ど段差が形成されないことから、上記のアレイ基板側表面の段差を利用し
た構成を採ることが難しく、こちらの構成を採ることが多くなる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２０００－３５５８９号公報
【特許文献２】特開２０１５－１２９９０７号公報
【特許文献３】特開２００５－１２８３５７号公報
【特許文献４】特開２００２－１８２２２０号公報
【特許文献５】特開２００３－１２１８５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　然しながら、先ず、デュアルスペーサ構造の前者の構造における典型的な配置となる特
許文献３と特許文献４に記載される２例ともに、柱状スペーサをＴＦＴ部や映像信号線と
の交差部を除いた走査信号線の一部に配置する必要があり、先にも説明を行なったとおり
、柱状スペーサ近傍では、液晶の配向などが乱れ、その結果として光漏れを生ずることが
懸念されることから、走査信号線による遮光領域に比べ、より広い遮光領域を設ける必要
があり、結果的に画素開口率を低下させてしまうことになる。また、この柱状スペーサ近
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傍で生ずる所望の配向処理ができず液晶の配向が乱れる領域は、主に柱状スペーサの配向
処理方向に対して下流側において広く形成される。横電界方式の場合には、配線方向と平
行方向に配向処理を行う場合が多く、その場合には、柱状スペーサをＴＦＴ部や映像信号
線との交差部を除いた走査信号線の一部に配置した際において、配向処理方向に対して下
流側となる走査信号線の形成領域の外側に比較的大きな領域において、上記の液晶の配向
などが乱れる領域が形成される。従って、特に、横電界方式の場合には、更に、広い遮光
領域を設ける必要があり、結果的に画素開口率を大きく低下させてしまうことになる。或
いは、これら柱状スペーサ近傍に形成される液晶の配向などが生る領域を遮光領域としな
い場合には、懸念される光漏れが発生し、結果として表示画像のコントラストが低下する
こと、つまり、表示品位の低下を招くことになる。
【００１３】
　また、デュアルスペーサ構造の後者の構造となる対向基板側に設けられる柱状スペーサ
自体を２種類の高さに作り分けてデュアルスペーサ構造とする場合には、柱状スペーサを
設ける対向基板の形成プロセスが高コストとなるというデメリットがある。
【００１４】
　以上のとおり、２倍走査線方式を用いない通常の液晶表示装置におけるデュアルスペー
サ構造の構成においては、上記説明のとおり、画素開口率の低下、コントラストの低下、
或いは高コストといった課題が残っている。また、特許文献１から特許文献５の何れにお
いても、２倍走査線方式を用いたデュアルスペーサ構造自体が開示されてないことから、
当然のこととして、低コスト化と広い使用温度範囲において高い品質が得られることを両
立することはできない。また、２倍走査線方式を用いたデュアルスペーサ構造における具
体的な最適な構造に関する記載も無いことから、低コスト化と広い使用温度範囲において
高い品質が得られることと高い画素開口率や高い表示品位を得ることを両立することがで
きないことになる。
【００１５】
　本発明は、上記課題を解決するために為されたものであり、その目的は、低コスト化が
できること、広い使用温度範囲において高い品質が得られること、或いは、高い画素開口
率や高い表示品位が得られることなどの特徴を有した液晶表示装置を提供するものである
。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の液晶表示装置においては、行列状に配列される画素電極およびスイッチング素
子と、互いに交差する走査信号線および映像信号線とを備えたアレイ基板と、前記の画素
電極間の領域に格子状遮光パターンを前記格子状遮光パターンの交差部に柱状スペーサを
それぞれ備えた対向基板とが、液晶層を介して対向配置され、前記の格子状遮光パターン
の交差部において、前記各信号線が交差する部分と交差しない部分を有することによりア
レイ基板表面に段差が設けられ、柱状スペーサは、前記各信号線が交差する部分にメイン
スペーサを前記各信号線が交差しない部分にサブスペーサをそれぞれ備えるものである。
【発明の効果】
【００１７】
　液晶表示装置において、低コスト化できること、低温や高温に置いた場合における不良
発生を抑制すること、或いは、開口率の低下や表示画像のコントラストの低下を抑制する
ことなどが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の実施の形態１の液晶表示装置における液晶パネルの断面図である。
【図２】本発明の実施の形態１の液晶表示装置における液晶パネルの平面図である。
【図３】本発明の実施の形態１の液晶表示装置における液晶パネルの要部平面図である。
【図４】本発明の実施の形態１の液晶表示装置における液晶パネルの要部断面図である。
【図５】本発明の実施の形態１の液晶表示装置におけるアレイ基板の電気的な接続関係を
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示す概略平面図である。
【図６】本発明の実施の形態１の液晶パネルの製造工程におけるパネル組み立て工程を示
すフローチャートである。
【図７】本発明の実施の形態１の変形例の液晶表示装置における液晶パネルの要部断面図
である。
【図８】本発明の実施の形態２の液晶表示装置における液晶パネルの要部平面図である。
【図９】本発明の実施の形態２の液晶表示装置における液晶パネルの要部断面図である。
【図１０】本発明の実施の形態２の液晶表示装置におけるアレイ基板の電気的な接続関係
を示す概略平面図である。
【図１１】本発明の実施の形態３の液晶表示装置における液晶パネルの要部平面図である
。
【図１２】本発明の実施の形態３の液晶表示装置における液晶パネルの要部断面図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
実施の形態１． 
　本実施の形態１の液晶表示装置に用いられる液晶パネル１００の構成について図１～図
５を用いて説明する。図１および図２は、液晶パネル全体の構成の断面図と平面図をそれ
ぞれ示しており、図１は、図２におけるＡ－Ｂ断面線における断面図に対応する。また、
図３および図４は、発明の主要部となるアレイ基板上に設けられる信号線などの各パター
ンの配置、カラーフィルタ基板上に設けられる柱状スペーサとブラックマトリクスの配置
を示す詳細説明図であり、図３は、それら各構成の平面配置を示す平面図、図４は、図３
におけるＸ１－Ｘ２断面線における断面図に対応する。また、図５は、主にアレイ基板上
に設けられる信号線などの電気的な接続関係を示した概略的な平面図である。
【００２０】
　なお、図は模式的なものであり、示された構成要素の正確な大きさなどを反映するもの
ではない。特に、カラーフィルタ基板とアレイ基板間に配置される構成については、説明
の便宜上、双方の基板の厚みに比べて、基板間の距離や基板面に垂直方向の長さなどを誇
張して図示している。また、図面が煩雑とならないよう、発明の主要部以外の省略や構成
の一部簡略化などを適宜行っている。以下の図においても同様とする。更に、以下の図に
おいては、図中、既出の図において説明したものと同一の構成要素には同一の符号を付し
、適宜その説明を省略する。
【００２１】
　ここでは、１例としてＴＦＴ（Ｔｈｉｎ　Ｆｉｌｍ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ）をスイッ
チング素子に用いて動作される横電界方式の液晶パネルの特にＦＦＳ（Ｆｒｉｎｇｅ　Ｆ
ｉｅｌｄ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）方式を用いた液晶パネルへ本発明を適用した場合につい
て説明を行うことにする。
【００２２】
　また、図１および図２に示されるとおり、この液晶パネル１００は、ＴＦＴなどのスイ
ッチング素子と画素電極がアレイ状に配列して設けられるアレイ基板であるＴＦＴアレイ
基板（以下、アレイ基板）１１０と、このアレイ基板１１０に対して対向して位置合わせ
して配置され、画像を表示する表示領域２００を有する対向基板であるカラーフィルタ基
板（ＣＦ基板）１２０と、表示領域２００に対応する領域を囲うように配置され、ＣＦ基
板１２０とアレイ基板１１０との間の間隙を密封するシール材１３０を備えている。
【００２３】
　また、このシール材１３０により密封され、ＣＦ基板１２０とアレイ基板１１０との間
に挟まれる間隙の少なくとも表示領域２００に対応する領域に液晶層１４０が挟持されて
いる。このシール材１３０は、表示領域２００に対応する領域外側に配置される額縁領域
１９０に形成される。また、アレイ基板１１０およびＣＦ基板１２０の外形は何れも矩形
となっており、アレイ基板１１０の外形の方が、ＣＦ基板１２０の外形よりも大きく、Ｃ
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Ｆ基板１２０の外形端面より一部突出する突出部を有して重ね合わせ配置されている。こ
こでは、図示されるとおり、ＣＦ基板１２０の隣接する２辺において、上記のアレイ基板
１１０の突出部が設けられ、当該突出部はアレイ基板１１０の隣接する２辺に設けられる
ことになる。
【００２４】
　また、図中では、表示領域２００となる矩形領域を点線で囲み、額縁領域１９０との境
界としている。なお、ここで使用した額縁領域１９０については、液晶パネル１００のア
レイ基板１１０上、ＣＦ基板１２０上、或いは両基板間に挟まれる領域において、表示領
域２００外側に位置する表示領域２００を取り囲む額縁状の領域、即ち表示領域２００を
除く全ての領域のことを意味し、表示領域２００についても、液晶パネル１００のアレイ
基板１１０上、ＣＦ基板１２０上、或いは両基板間に挟まれる領域の全てにおいて使用す
ることとし、本明細書中においては全て同様の意味にて使用する。
【００２５】
　更にアレイ基板１１０とＣＦ基板１２０間には、図３および図４に示されるとおり、基
板間に所定の一定範囲内の間隙を形成し保持する柱状スペーサ（メインスペーサ１２５ｍ
およびサブスペーサ１２５ｓ）が表示領域２００内に多数配置される（図１および図２中
では図示省略）。なお、基板間に所定の一定範囲内の間隙を形成し保持する柱状スペーサ
（メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ）については、本発明の特徴的な
構成であることから、別途詳細に説明を行う。
【００２６】
　続いて、上述のＣＦ基板１２０の詳細な構成について説明する。ＣＦ基板１２０は、透
明基板である厚み０．７ｍｍ程度の一般的なガラスよりなるガラス基板１２１の上に各構
成が配置される。先ず、このガラス基板１２１の一方の面の少なくとも表示領域２００に
おいて、液晶を配向させる配向膜（図示省略）と、配向膜の下部に設けられるカラーフィ
ルタ１２２（ここでは、３原色である赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）として、それぞれ、
１２２Ｒ、１２２Ｇ、１２２Ｂを付している）およびカラーフィルタ１２２Ｒ～１２２Ｂ
間を遮光するため、或いは表示領域２００に対応する領域外側に配置される額縁領域１９
０を遮光するために設けられる遮光層であるブラックマトリクス（Ｂｌａｃｋ　Ｍａｔｒ
ｉｘ：ＢＭ）１２３と、上記配向膜よりも下層に設けられ、カラーフィルタ１２２Ｒ～１
２２ＢとＢＭ１２３の表面を覆い、これらカラーフィルタ１２２Ｒ～１２２ＢとＢＭ１２
３で形成される表面段差を平坦化することでＣＦ基板１２０の表面を平坦化する透明樹脂
膜よりなる平坦化膜であるオーバーコート層（ＯＣ層）１２４などを有している。
【００２７】
　カラーフィルタ１２２Ｒ～１２２Ｂとしては、例えば、感光性樹脂中に顔料や染料など
を分散させた色材層が選択でき、赤、緑、青などの特定の波長範囲の光を選択的に透過す
るフィルタとして機能し、これら異なる色の色材層のパターンが規則的に配列して構成さ
れる。また、ＢＭ１２３については、例えば、感光性樹脂中にカーボン系黒色顔料やチタ
ン系黒色顔料などを分散させてなる、いわゆる樹脂ＢＭを用いても良いし、ある程度の反
射防止機能を有した酸化Ｃｒ膜が表面に設けられた金属Ｃｒよりなる、いわゆるＣｒ－Ｂ
Ｍを用いても良いが、本実施の形態１では、樹脂ＢＭからなるＢＭ１２３を選択した。ま
た、図１の断面図或いは図３の平面図に示されるとおり、ＢＭ１２３の特に表示領域２０
０に設けられる遮光パターンにおいては、各画素の画素電極１１２に対応して配置される
開口部となるＢＭ開口部１２３ｏが設けられ、格子状の遮光パターンよりなる。つまり、
言い方を変えると、この表示領域２００に設けられるＢＭ１２３の格子状の遮光パターン
は、画素電極１１２間の領域に重なって設けられることになる。また、先に説明したカラ
ーフィルタ１２２Ｒ～１２２Ｂの各色材層のパターンについては、図中に示すＹ方向に沿
って、上記のＢＭ開口部１２３ｏを少なくとも覆う領域に設けられている。
【００２８】
　また、図示省略しているが、ＣＦ基板１２０表面に形成される配向膜については、柱状
スペーサの形成後に配向膜とする配向膜材料は塗布されることから、主に表示領域２００
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内の柱状スペーサの形成部分以外の領域に形成されるものの、柱状スペーサの表面にも配
向膜材料は塗布されていることになる。然しながら、柱状スペーサの表面に形成される配
向膜材料自体は比較的薄く形成されることや、柱状スペーサの表面では配向処理された配
向膜としての実質的な機能を有さない。
【００２９】
　更に、上記の柱状スペーサ（メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ）に
ついては、アレイ基板１１０とＣＦ基板１２０間に設けられる構成であるが、ＣＦ基板１
２０側の表面の特にオーバーコート層（ＯＣ層）１２４の表面に固着して設けられる。
【００３０】
　また、ＣＦ基板１２０のガラス基板１２１の他方の面、すなわち、カラーフィルタ１２
２Ｒ～１２２Ｂ、ＢＭ１２３などの設けられる面と反対側の面には、接地接続される静電
気防止用透明導電層１２６を備えている。この静電気防止用透明導電層１２６は、例えば
、ＩＴＯ（Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｈｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）膜などの透明導電膜がガラス基板１２
１の少なくとも表示領域２００を覆い設けられるものであり、横電界方式の液晶パネルに
おいて静電気による帯電や外部電界による表示不良防止に有効なものとして設けられる。
更に、このＣＦ基板１２０の他方の面には、静電気防止用透明導電層１２６の外側に偏光
板１３２を有している。
【００３１】
　続いて、上述のアレイ基板１１０の詳細な構成について説明する。アレイ基板１１０に
ついても、ＣＦ基板１２０と同様に透明基板である厚み０．７ｍｍ程度の一般的なガラス
よりなるガラス基板１１１上に各構成が配置される。先ず、アレイ基板１１０における表
示領域２００に設けられる構成より、以下、順に説明する。アレイ基板１１０は、表示領
域２００において、このガラス基板１１１の一方の面に液晶を配向させる配向膜（図示省
略）と、配向膜の下部において設けられ、アレイ基板１１０或いはＣＦ基板１２０の基板
面と平行な方向の電界を発生し液晶を駆動する電圧を印加する一対の電極である画素電極
１１２および対向電極１１３と、これら一対の電極の一方である画素電極１１２に電圧を
書き込むスイッチング素子であるＴＦＴ１１４と、ＴＦＴ１１４を覆う絶縁膜１１５、Ｔ
ＦＴ１１４に信号を供給する配線である複数の走査信号線（以下、ゲート配線とも呼ぶ）
１１７および映像信号線（以下、ソース配線とも呼ぶ）１１８などを有している。
【００３２】
　また、図３に示されるとおり、ＴＦＴ１１４は、トランジスタの能動層となる半導体層
１１４ｃと、半導体層１１４ｃに重なって設けられるトランジスタのゲート電極（ここで
はゲート配線１１７の一部と共通）、ソース電極１１４ｓ、およびドレイン電極１１４ｄ
などを有しており、ＴＦＴ１１４は、それぞれソース電極１１４ｓを介してソース配線１
１８に対して、ドレイン電極１１４ｄを介して各画素電極１１２に電気的に接続されてい
る。
【００３３】
　また、液晶を駆動する電圧を印加する一対の電極である画素電極１１２と対向電極１１
３については、本実施の形態１においては、図３に示されるとおり、一方の電極である画
素電極１１２が平板形状の透明導電膜パターンより構成され、他方の電極である対向電極
１１３は、上記の画素電極１１２と重なる領域に複数並列して設けられたスリット状の開
口部よりなるスリット電極１１３ｓを有し、更に、ＴＦＴ１１４の半導体層１１４ｃと重
なる領域に設けられた開口部となる対向電極（開口部）１１３ｏを有する透明導電膜パタ
ーンより構成され、特に当該スリット電極１１３ｓの形成領域について上記の画素電極１
１２上に絶縁膜１１５を介して重なって配置される。
【００３４】
　また、画素電極１１２と対向電極１１３における上記構成は必須ではなく、従来、横電
界方式の電極として一般的であった画素電極１１２および対向電極１１３の両者について
櫛歯形状を有した櫛歯電極としても良い。或いは、ＦＦＳ方式の別の形態として、画素電
極１１２と対向電極１１３について、それぞれの形状と配置の上下関係を逆として、画素



(10) JP 2019-35940 A 2019.3.7

10

20

30

40

50

電極１１２側を複数並列して設けられたスリット状の開口部よりなるスリット電極を有す
るパターンとして対向電極１１３より上層に配置し、対向電極１１３を平板形状として画
素電極１１２より下層に配置し、ＴＦＴ１１４は、上記のスリット電極を有するパターン
よりなる画素電極１１２に接続し電圧を印加する構成としても構わない。
【００３５】
　なお、アレイ基板１１０を構成する絶縁膜１１５については、図中では、ＴＦＴ１１４
を構成する半導体層１１４ｃ、ゲート電極、ソース電極１１４ｓ、およびドレイン電極１
１４ｄなどを互いに絶縁する各絶縁膜やＴＦＴ１１４を被う絶縁膜、或いは画素電極１１
２と対向電極１１３間に形成される絶縁膜などについて一体化した絶縁膜に簡略化して示
しているが、各電極などの間において、単層の透明絶縁膜、或いは複数層の透明絶縁膜の
積層膜により構成される。
【００３６】
　また、アレイ基板１１０上に設けられるゲート配線１１７、ソース配線１１８、ＴＦＴ
１１４、画素電極１１２、および対向電極１１３の平面配置、接続関係などについては、
図２、図３、および図５にて示されるとおり、画素電極１１２は、表示領域２００内にお
いて、行列状に複数配列して設けられ、それぞれ、ＴＦＴ１１４に接続される。また、ゲ
ート配線１１７とソース配線１１８については、それぞれ行方向或いは列方向に延在して
複数本設けられる。本実施の形態１では、図中に示すＸ方向を行方向、Ｙ方向を列方向と
見なして説明すれば、ゲート配線１１７が行方向に延在し、ソース配線１１８が列方向に
延在して設けられることになる。また、それぞれ複数本設けられたゲート配線１１７とソ
ース配線１１８とは互いに交差して設けられる。
【００３７】
　なお、先に説明した対向電極１１３に設けられたスリット状の開口部となるスリット電
極１１３ｓについて、本実施の形態１では、図３に示されるとおり、Ｙ方向、つまり、ソ
ース配線１１８の延在方向となる列方向に、そのスリット電極１１３ｓの長手方向を有し
て配置される。また、画素電極１１２と対向電極１１３について櫛歯形状を有した櫛歯電
極とする場合においては、それら櫛歯電極の長手方向について、同様にソース配線１１８
の延在方向となる列方向に配置するようにすれば良い。更に、画素電極１１２と対向電極
１１３の別の形態となる画素電極１１２側を複数並列して設けられたスリット状の開口部
よりなるスリット電極を有するパターンとする場合においても、画素電極１１２側に設け
られるスリット電極の長手方向をソース配線１１８の延在方向となる列方向に配置するよ
うにすれば良い。
【００３８】
　また、一般的な横電界方式の液晶パネルにおいては、画素電極１１２或いは対向電極１
１３を構成するスリット電極や櫛歯電極パターンについて、１つの画素内において、或い
は、隣接する２つの画素間において、２方向の延在方向を有して線対称に配置し、屈曲形
状として分割配向を行なう設計を採られる場合も多い。本実施の形態１でも当該設定を採
用する場合には、例えば、画素電極１１２或いは対向電極１１３を構成するスリット電極
や櫛歯電極パターンについて、ソース配線１１８の延在方向となる列方向に対して３０度
以下の同じ角度でそれぞれ正方向と負方向に傾斜する２方向の長手方向（延在方法）を有
した屈曲形状とすると良い。
【００３９】
　また、本実施の形態１では、ゲート配線１１７、ソース配線１１８、およびＴＦＴ１１
４を介した画素電極１１２への表示電位の供給方法として、いわゆる２倍走査線方式を用
いることとしている。従って、例えば、行列状に配列して設けられる画素電極１１２が、
行方向（Ｘ方向）にＮ個配列され、列方向（Ｙ方向）にＭ個配列されるとすれば、図５の
概略的な平面図に示されるとおり、ソース配線１１８（１１８ｎ～１１８ｎ＋2）は、Ｎ
列配列される画素電極１１２に対して、各々２列ずつに区切るように設けられ、各ソース
配線１１８は、各々の両側に配置される２個のＴＦＴ１１４を介して画素電極１１２に接
続されている。つまり、ソース配線１１８（１１８ｎ～１１８ｎ＋2）は、互いに隣接す
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る任意の２列の画素電極１１２間に挟まれる各領域において、１本配置される画素間領域
と配置されない画素間領域が交互に繰り返される配置となり、総計Ｎ／２本設けられるこ
とになる。
【００４０】
　一方、ゲート配線１１７（１１７ｍ～１１７ｍ＋４）は、Ｍ行配列される各画素電極１
１２に対して、上下方向より両側から挟むように２本ずつ設けられ、上記のＮ／２本設け
られる各ソース配線１１８の両側に配置される２個のＴＦＴ１１４に対して、両側から挟
んで配置されるゲート配線１１７が交互に接続されている。つまり、ゲート配線１１７（
１１７ｍ～１１７ｍ＋４）は、互いに隣接する任意の２行の画素電極１１２間に挟まれる
各領域において、２本ずつ設けられ、総計２Ｍ本設けられることになる。
【００４１】
　上記説明とおり、各ソース配線１１８の両側に配置される２個のＴＦＴ１１４は、それ
ぞれ上側下側の別のゲート配線１１７に接続されることから、各ソース配線１１８の両側
で画素電極１１２に対して上側下側の異なる位置に配置される。また、図５においては、
ＴＦＴ１１４は１列ごとに画素電極１１２に対して上側下側の異なる位置に配置される例
、つまり、各ソース配線１１８の間に配置される２個のＴＦＴ１１４が画素電極１１２に
対して上側下側の異なる位置に配置される例を示している。但し、各ソース配線１１８の
両側に配置される２個のＴＦＴ１１４に対して異なるゲート配線１１７により走査信号電
圧の供給が行なうことができれば良いことから、各ソース配線１１８の間に配置される２
個のＴＦＴ１１４が画素電極１１２に対して上側或いは下側の同じ位置に配置され、２列
単位で上側と下側が交互配置される例としても良い。
【００４２】
　続いて、アレイ基板１１０の額縁領域１９０に設けられる構成について説明する。アレ
イ基板１１０上における額縁領域１９０の特にＣＦ基板１２０の端面よりも一部突出する
突出部におけるＣＦ基板１２０の配置される側の表面には、ＴＦＴ１１４に供給される信
号を外部から受け入れる信号端子１１６を備えている。信号端子１１６は、図示されると
おり、アレイ基板１１０の隣接する２辺に設けられる突出部に対応して、アレイ基板１１
０の２辺の額縁領域１９０にそれぞれ設けられ、図中Ｙ方向の辺に設けられる一方がゲー
ト配線１１７に走査信号を供給し、図中Ｘ方向の辺に設けられる他方がソース配線１１８
に映像信号を供給する。なお、信号端子１１６は、図中では一体の構成で示しているが、
詳細には複数の信号に対応して分離した複数の矩形のパッドが基板端部に沿って多数配列
した構成となっている。
【００４３】
　更に、この信号端子１１６のそれぞれのパッドに対しては、接続配線となるＦＦＣ（Ｆ
ｌｅｘｉｂｌｅ　Ｆｌａｔ　Ｃａｂｌｅ）１３６を介して駆動ＩＣを制御する制御信号な
どを発生する制御ＩＣ（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｃｉｒｃｕｉｔ）チップなどを装備した
制御基板１３５が接続されている。また、制御基板１３５からの制御信号は、信号端子１
１６を介して、突出部に取り付けられたソース配線１１８用のソース駆動ＩＣチップ１３
３或いはゲート配線１１７用のゲート駆動ＩＣチップ１３４の入力側に入力され、ソース
駆動ＩＣチップ１３３或いはゲート駆動ＩＣチップ１３４の出力側より出力される出力信
号が表示領域２００から引き出された多数の信号引き出し配線（図示省略）とゲート配線
１１７或いはソース配線１１８を介して、表示領域２００内のＴＦＴ１１４に供給される
。
【００４４】
　なお、本実施の形態１では、２倍走査線方式を用いており、ソース配線１１８の本数が
画素電極１１２の列数に比べて半分の本数に削減されていることに伴って、ソース配線１
１８用のソース駆動ＩＣチップ１３３の数も削減して設けられる。
【００４５】
　また、ＣＦ基板１２０表面に形成される静電気防止用透明導電層１２６は接地接続され
る。詳細な接続構造の図示による説明は省略するが、ここでは、例えば、アレイ基板１１
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０の突出部に、アースパッドを設け、静電気防止用透明導電層１２６とアースパッド間に
ついて導電ペーストや導電テープを介して接続することとした。なお、導電ペーストとし
ては一般的な導電ペースト剤となる銀ペーストを使用することができ、導電テープとして
はＡｌ箔やＣｕ箔などの金属箔よりなる母材に導電粘着剤を塗布したものを使用すること
ができ、一般的な市販品の導電テープを利用することができる。
【００４６】
　以上説明のとおり、本実施の形態１の液晶パネル１００は構成される。更に、液晶パネ
ル１００に対し、ＣＦ基板１２０の表示領域２００に形成される表示面と反対側には、ア
レイ基板１１０の基板面に対向して光源となるバックライトユニット（図示省略）が、バ
ックライトユニットからの光を調整する機能を有する光学シート（図示省略）を介して配
置され、これら部材と共に表示領域２００の表示面の部分が開放された筐体（図示省略）
の中に収納され、本実施の形態１の液晶表示装置が構成される。
【００４７】
　続いて、本発明での特徴的な構成の１つであるＣＦ基板１２０上に設けられる柱状スペ
ーサ（メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ）とＢＭ１２３などの構成の
配置と、特に、アレイ基板１１０側に配置される各信号線との位置関係などについて、図
３の平面図を用い、適宜、図４の断面図を参照しながら説明を行う。
【００４８】
　先ず、本実施の形態１の格子状の遮光パターンよりなるＢＭ１２３の平面配置としては
、図３の平面図に示されるとおり、各画素電極１１２間における列方向の画素間領域にお
いては、ソース配線１１８が１本配置される画素間領域と配置されない画素間領域が交互
に繰り返される配置となっているが、ソース配線１１８が１本配置される画素間領域とソ
ース配線１１８が配置されない画素間領域の双方の画素間領域にＢＭ１２３の遮光パター
ンは配置される。特に本実施の形態１においては、ソース配線１１８が１本配置される画
素間領域とソース配線１１８が配置されない画素間領域の双方の画素間領域に配置される
ＢＭ１２３の遮光パターンについて、同じ幅で設けるようにした。つまり、ＢＭ１２３に
おける列方向に沿って設けられる遮光パターンについて、各列間で同じ幅で設けられる。
【００４９】
　この様に同じ幅で設けられることにより、画像を表示した際において、輝度ムラを生ず
ることによる列方向に沿う方向での縦スジや縦ムラが発生することを防止することができ
、高い表示品位が得られることから、より望ましい。なお、表示品位よりも開口率を重視
する設計を行なう場合には、ソース配線１１８が１本配置される画素間領域に配置される
ＢＭ１２３の遮光パターンに比べて、ソース配線１１８が配置されない画素間領域に配置
されるＢＭ１２３の遮光パターンを細くなるように設けても良く、その場合には、等幅と
する場合に比べると、若干、表示品位が劣るものの高い開口率を得ることができることに
なる。
【００５０】
　一方、各画素電極１１２間における行方向の画素間領域においては、ゲート配線１１７
が２本ずつ設けられる配置となっているが、当該画素間領域において、ＢＭ１２３の遮光
パターンは、上記のとおり、隣接して並走される２本のゲート配線１１７の隙間も含めて
両者を覆うように、行方向の画素間領域の全体に渡って配置される。
【００５１】
　続いて、本実施の形態１の柱状スペーサの構成について詳細説明を行なう。本実施の形
態１の柱状スペーサ（メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ）については
、先に説明のとおり、何れもＣＦ基板１２０側の表面に固着して設けられることから、Ｃ
Ｆ基板１２０の一部構成であるが、高温時の下膨れ不良、低温時の発泡不良の２つの不良
を防止することと、表示面に対する外的衝撃に対する耐性を確保することを両立するため
に、２種類の柱状スペーサ形態を混在して備えるデュアルスペーサ構造を用いている。
【００５２】
　より具体的には、図４の断面図においては、液晶パネル１００のアレイ基板１１０とＣ
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Ｆ基板１２０の表面に、特に外圧などが印加されない状態、つまり、基板間隔が所定値（
セルギャップ値）の状態を示しているものとするが、図中のメインスペーサ１２５ｍにつ
いては、アレイ基板１１０とＣＦ基板１２０の双方に当接した状態である。更に、メイン
スペーサ１２５ｍは、図示は省略するが、アレイ基板１１０とＣＦ基板１２０の表面に外
圧などが印加されることによって、基板間隔が上記の所定値（セルギャップ値）より狭く
なった場合にも、アレイ基板１１０とＣＦ基板１２０に当接されることとなる。つまり、
メインスペーサ１２５ｍは、ＣＦ基板１２０に当接して設けられるとともに、絶えずアレ
イ基板１１０表面に対しても当接して、基板間隔をセルギャップ値に保持することとなり
、デュアルスペーサ構造におけるメインスペーサとして機能する。
【００５３】
　一方、サブスペーサ１２５ｓについては、同じく特に外圧などが印加されない状態であ
る図４にて示されるとおり、ＣＦ基板１２０側には当接して設けられるものの、アレイ基
板１１０には当接されていない。つまり、メインスペーサ１２５ｍとは違って、絶えずア
レイ基板１１０表面に当接して設けられる訳ではないが、アレイ基板１１０とＣＦ基板１
２０の表面に外圧などが印加されることによって、メインスペーサ１２５ｍが弾性変形す
る範囲でアレイ基板１１０とＣＦ基板１２０間が近接され、基板間隔が上記のセルギャッ
プ値より狭くなった場合には、アレイ基板１１０に当接して、所定の一定範囲内に基板間
隔を保持する。つまり、サブスペーサ１２５ｓについては、通常時はアレイ基板１１０表
面に当接されず、アレイ基板１１０とＣＦ基板１２０間が所定の一定範囲内で狭められ、
互いに近接された際において、アレイ基板１１０表面と当接し、基板間隔を保持すること
となり、デュアルスペーサ構造におけるサブスペーサとして機能する。
【００５４】
　一方、これらメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの平面配置としては
、図３の平面図に示されるとおり、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ
の両者ともに、ＢＭ１２３におけるＢＭ開口部１２３ｏ間に設けられる格子状の遮光パタ
ーンの交差部に配置される。当該交差部は格子状の遮光パターンにおける各格子点の位置
に対応する。また、２倍走査線方式を用いた場合においては、互いに隣接する任意の２列
の画素電極１１２間に挟まれる各領域において、ソース配線１１８が１本配置される画素
間領域と配置されない画素間領域が交互に繰り返される配置となることに伴って、このＢ
Ｍ１２３における格子状の遮光パターンの交差部において、ゲート配線１１７とソース配
線１１８が交差する部分と、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差しない部分、つ
まり、ゲート配線１１７のみが設けられる部分が基本的には行方向に沿って交互に設けら
れる。
【００５５】
　従って、ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部においては、ソース配線１
１８の有無の差による段差がアレイ基板１１０上に形成され、このソース配線１１８より
も上層に当該段差を平坦化する平坦化層などが設けられない限り、ＢＭ１２３における格
子状の遮光パターンの交差部において、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する
部分とゲート配線１１７とソース配線１１８が交差しない部分とでアレイ基板１１０の表
面の高さの異なる段差が設けられることになる。
【００５６】
　以上のとおり、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの両者が配置され
るＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部においては、ゲート配線１１７とソ
ース配線１１８が交差する部分とゲート配線１１７とソース配線１１８が交差しない部分
とでアレイ基板１１０の表面の高さの異なる段差が設けられる。更に、本実施の形態１の
メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓは、それぞれ、図３の平面図に示さ
れるとおり、メインスペーサ１２５ｍはゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する
部分におけるＢＭ１２３交差部に配置し、サブスペーサ１２５ｓはソース配線１１８が設
けられずゲート配線１１７のみが配置される部分におけるＢＭ１２３交差部に配置する。
なお、図では、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓを１つずつ図示して
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いるが、表示領域２００内において、多数のメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ
１２５ｓを規則的に配列して配置し、その配列の規則や配置密度などは適宜設定すると良
い。但し、それら複数のメインスペーサ１２５ｍは、全てゲート配線１１７とソース配線
１１８の交差部に配置し、それら複数のサブスペーサ１２５ｓはゲート配線１１７のみが
配置される部分に配置する。
【００５７】
　また、本実施の形態１のメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓがデュアルス
ペーサ構造として機能することは先にも説明のとおりであるが、本実施の形態１のメイン
スペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓにおいては、ＣＦ基板１２０の表面に固着して
設けられるとともに、それぞれ互いに同じ厚みに設けられる柱状の樹脂パターンを共通部
材として構成されている。従って、ＣＦ基板１２０の表面において同じ高さに設けられて
いる。言い換えると、ガラス基板１２１の基板面からの高さにおいて同じ高さに設けられ
ている。この様にＣＦ基板１２０上の構成においてはメインスペーサ１２５ｍとサブスペ
ーサ１２５ｓに差がないにも関わらずデュアルスペーサ構造として機能するのは、それぞ
れが対向配置されるアレイ基板１１０の表面に段差が形成されていることによる。
【００５８】
　このメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓをデュアルスペーサ構造として機
能させるために設けられるアレイ基板１１０の表面に設けられた段差は、図４の断面図に
示されるとおり、メインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓに対向する部分のアレ
イ基板１１０におけるソース配線１１８の有無によるものであり、先に説明したとおり、
２倍走査線方式を用いた場合において、ＢＭ１２３交差部に形成されるソース配線１１８
の有無による段差に相当する。以上の説明のとおり、本実施の形態１のメインスペーサ１
２５ｍとサブスペーサ１２５ｓとは、２倍走査線方式におけるゲート配線１１７とソース
配線１１８の特徴的な配置と、当該メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ
の平面配置との関係性より、デュアルスペーサ構造を有した柱状スペーサとして有効に機
能する。
【００５９】
　次に、本実施の形態１の液晶表示装置の製造方法の１例について説明を行う。ここでは
、本発明において特徴的な液晶パネルの製造工程について、図６に示すフローチャートに
従って順次各工程の概要説明を行うことにする。
【００６０】
　先ず、基板準備工程において、互いに貼り合わされる前のアレイ基板１１０を取り出す
マザーアレイ基板とＣＦ基板１２０を取り出すマザー基板であるマザーＣＦ基板を準備す
る。それぞれのマザー基板上において、所定の枚数の同じ構成のアレイ基板１１０或いは
ＣＦ基板１２０が配列して形成される。このアレイ基板１１０の構成を備えたマザーアレ
イ基板と、ＣＦ基板１２０の構成を備えたマザーＣＦ基板とは、図１から図３を用い説明
したとおり、アレイ基板１１０の詳細構成がわかれば、公知のＦＦＳモードの液晶表示装
置のアレイ基板およびＣＦ基板の製造方法と公知の成膜工程とパターンニング工程の繰り
返しを適宜組み合わせて製造することが可能である。従って、より具体的なマザーアレイ
基板およびマザーＣＦ基板自体の製造方法の説明については省略する。
【００６１】
　なお、本実施の形態１においては、マザーＣＦ基板に設けられるメインスペーサ１２５
ｍとサブスペーサ１２５ｓについては、それぞれ互いに同じ厚みに設けられる柱状の樹脂
パターンを形成するが、一般的なマザーＣＦ基板の製造方法に沿って、例えば、感光性樹
脂膜をマザーＣＦ基板の全面に塗布形成した後に、共通のパターンニング工程によりメイ
ンスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓのそれぞれの形成位置に当該感光性樹脂膜を
残存させるようパターンニングすることによって、それぞれ同じ厚みに柱状の樹脂パター
ンを形成することができる。
【００６２】
　なお、以降で説明する本発明の変形例などでは、柱状スペーサを構成する柱状の樹脂パ
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ターンについて、異なる厚みの柱状の樹脂パターンにより構成する例もあるが、その場合
には、公知の異なる高さのデュアルスペーサ構造の形成方法であるハーフトーンマスク（
或いはグレートーンマスク、その他、中間調露光マスク、階調露光マスクなどと言われる
）技術を利用して形成することができる。
【００６３】
　続いて、以上説明のとおり準備されたアレイ基板１１０の形成されたマザーアレイ基板
に対して、基板を洗浄する基板洗浄工程を行う（Ｓ１）。次に、配向膜材料塗布工程にお
いて、マザーアレイ基板の一方の面に、配向膜材料を塗布形成する（Ｓ２）。この工程は
、例えば、印刷法により有機膜からなる配向膜材料を塗布し、ホットプレートなどにより
焼成処理し乾燥させる。次に、配向処理工程において、配向膜材料に対して、例えばラビ
ング処理などの配向処理を行い、配向膜材料表面を配向処理してアレイ基板１１０側の配
向膜とする（Ｓ３）。なお、ここで行なうラビング処理などの配向処理の方向としては、
スリット電極１１３ｓの長手方向の延在方向、或いは、当該方向に一致するソース配線１
１８の延在方向となる列方向（図２の平面図におけるＹ方向）に概ね平行方向に行う。ま
た、Ｓ１～Ｓ３と同様に、ＣＦ基板１２０が形成されているマザーＣＦ基板についても、
洗浄、配向膜材料の塗布、ラビングなどの配向処理を行うことによりＣＦ基板１２０側の
配向膜を形成する。
【００６４】
　続いて、シールペースト剤塗布工程において、シールディスペンサ装置を用いて、マザ
ーアレイ基板或いはマザーＣＦ基板の一方の面に、シール材１３０となる接着剤のペース
ト剤をディスペンサノズルより吐出して塗布する。ペースト剤は、液晶パネルの表示領域
２００を囲うパターン形状に塗布され、シール材１３０を形成する（Ｓ４）。そして、液
晶滴下工程において、マザーアレイ基板或いはマザーＣＦ基板の一方の面に、シール材１
３０で囲まれる領域内に多数の液滴状の液晶を滴下する（Ｓ５）。具体的には、例えば、
マザーＣＦ基板のＣＦ基板１２０に対して、シール材１３０で囲まれる領域内に多数の液
滴状の液晶を全体で所定量の液晶層１４０が形成されるように滴下する。また、ここでは
、いわゆる滴下注入法を用いて液晶を充填し、液晶層１４０を形成する方法を１例とした
ので、この様に形成したが、いわゆる真空注入法を用いる場合には、シール材１３０は完
全に閉じた形状ではなく一部開口させた液晶注入口が形成される。また、液晶は貼り合わ
せた後に前記液晶注入口より注入されることから、上記説明した液滴状の液晶の形成処理
は省略される。
【００６５】
　続いて、貼り合わせ工程において、マザーアレイ基板およびマザーＣＦ基板を貼り合わ
せてセル基板を形成する（Ｓ６）。具体的には、液滴状の液晶を載せた状態でマザーアレ
イ基板およびマザーＣＦ基板が近接され、位置合わせして重ね合わせられる。その結果、
液滴状に形成された液晶がマザーアレイ基板とマザーＣＦ基板間に挟まれて均一に拡がり
一体化した液晶層１４０の状態となり、マザーアレイ基板とマザーＣＦ基板間のそれぞれ
のシール材１３０により囲まれる容積内に満たされる。
【００６６】
　更に、シール材硬化工程において、マザーアレイ基板とマザーＣＦ基板を貼り合わせた
状態で、シール材１３０を完全に硬化させる（Ｓ７）。この工程は、例えば、シール材１
３０の材質に合わせて熱を加えることや、紫外線を照射することにより行われる。本実施
の形態１では、滴下注入法と相性の良い、紫外線を照射する方法により硬化を行った。こ
の工程によりマザーアレイ基板とマザーＣＦ基板は位置合わせされた位置関係のまま固定
される。
【００６７】
　次に、セル分断工程において、セル基板を多数の個別セルに分断する（Ｓ８）。なお、
いわゆる真空注入法を用いる場合には、先に説明をしたとおりシール材１３０に一部開口
させた液晶注入口を形成しておき、上記のセル分断工程後に行う液晶注入工程において、
個々の個別セルに対して液晶注入口から液晶を注入する。この工程は、例えば、液晶を液
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晶注入口から真空注入により充填することにより液晶層１４０の形成が行われる。更に、
封止工程において、液晶注入口を封止する。この工程は、例えば、光硬化型樹脂で封じ、
光を照射することにより行われる。
【００６８】
　この様に個々の液晶パネルの形状に分断された後、偏光板貼り付け工程において、個別
セルのＣＦ基板１２０およびアレイ基板１１０のそれぞれの表面に光学フィルムとして偏
光板１３１および偏光板１３２を貼り付ける（Ｓ９）。続いて、制御基板実装工程におい
て、ゲート駆動ＩＣチップ１３４、ソース駆動ＩＣチップ１３３、制御基板１３５などを
実装する（Ｓ１０）。この工程では、ゲート駆動ＩＣチップ１３４およびソース駆動ＩＣ
チップ１３３や、制御基板１３５の取り付けられたＦＦＣ１３６が、信号端子１１６に導
通可能に貼り付けられ、更に、導電ペースト或いは導電テープなどの導通部材がＣＦ基板
１２０上からアレイ基板１１０上に跨って、塗布或いは貼り付けられることにより、ＣＦ
基板１２０表面の静電気防止用透明導電層１２６とアレイ基板１１０表面に形成されたア
ースパッド間が導通される。以上の工程を経て液晶パネル１００が完成する。
【００６９】
　最後に液晶パネル１００に対して、光学シートを介してバックライトユニットを対向し
て配置し、表示面となる表示領域２００におけるＣＦ基板１２０の外側の部分が開放され
た筐体中に収納することで、本実施の形態１の液晶表示装置が完成する。
【００７０】
　以上の様に製造された本実施の形態１の液晶表示装置は次の様に動作する。例えば制御
基板１３５から制御信号が入力され、ゲート駆動ＩＣチップ１３４およびソース駆動ＩＣ
チップ１３３が動作し、表示領域２００内のゲート配線１１７およびソース配線１１８と
ＴＦＴ１１４を介して各画素領域に配置される画素電極１１２に映像信号が入力され、画
素電極１１２と対向配置される共通電極１１３間にアレイ基板１１０或いはＣＦ基板１２
０の基板面と平行な方向の電界（より詳しくは、ＦＦＳ方式では平行方向の電界と平行に
近い方向の電界が混在して発生することから、平行方向の成分が主となる電界とも言える
。）を発生する所定の駆動電圧が加わり、駆動電圧に合わせて液晶の分子の方向が変わる
。そして、バックライトユニットの発する光がアレイ基板１１０、液晶層１４０およびＣ
Ｆ基板１２０を介して観察者側に透過或いは遮断されることにより、液晶パネル１００の
ＣＦ基板１２０側の表示領域２００に形成される表示面に映像などが表示される。
【００７１】
　続いて、本実施の形態１の液晶表示装置における作用および効果について説明を行う。
先ず、本実施の形態１の液晶表示装置においては、先に説明したとおり、デュアルスペー
サ構造を構成するメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓについて、両者と
もに、ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部に配置される。一方、柱状スペ
ーサ近傍における特に柱状スペーサの配向処理方向に対して下流側においては、配向処理
が不充分となり、液晶の配向などが乱れ、その結果として光漏れを生ずることが懸念され
る配向不良領域（以下、引きずり痕とも呼ぶ）が形成される。それに対して、本実施の形
態１の液晶表示装置においては、横電界方式であることから、配向処理方向が配線方向と
概ね平行方向に設定され、具体的には、対向電極１１３に設けられるスリット電極１１３
ｓの長手方向について、ソース配線１１８の延在方向となる列方向に配置し、当該列方向
に概ね平行方向に配向処理を行なっている。従って、この格子状の遮光パターンの交差部
に配置されるメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの場合には、上記の引
きずり痕について、これら柱状スペーサの配置される遮光パターンの交差部から下流側と
なるソース配線１１８の延在方向に概ね沿って形成されることになるが、丁度、格子状の
遮光パターン（特にＢＭ１２３におけるソース配線１１８の延在方向となる列方向に延在
して配置される各遮光パターン）の遮光領域に沿って形成されることとなり、当該引きず
り痕部分における光漏れが発生しないことになる。特に本実施の形態１のＢＭ１２３の格
子状の遮光パターンにおいては、ソース配線１１８が配置される画素間領域に限らず、ソ
ース配線１１８が配置されない画素間領域にも遮光パターンが配置されていることから、
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サブスペーサ１２５ｓの近傍で発生する引きずり痕についても遮光され、光漏れを生じな
い。
【００７２】
　つまり、本実施の形態１においては、上記のメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペー
サ１２５ｓの配置、横電界方式におけるスリット電極の配置、更に、ＢＭ１２３における
格子状の遮光パターンの配置が採られていることによって、メインスペーサ１２５ｍおよ
びサブスペーサ１２５ｓの双方の近傍において、引きずり痕による光漏れと、それに伴う
表示画像のコントラストが低下すること、つまり、表示品位の低下を招くことなどについ
て抑制することができる。また、ＢＭ１２３における遮光領域を必要以上に増加すること
なく、つまり、必要以上に開口率を低下することなく、上記の光漏れを抑制すること、或
いは、それに伴う表示品位の低下について抑制することなどの効果について得ることがで
きる。また、開口率を向上することができる点においては、特に画素を高精細化する際に
有効である。
【００７３】
　また、本実施の形態１の液晶表示装置においては、上記のとおり、ＢＭ１２３における
格子状の遮光パターンの交差部にメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓを
配置するに際して、デュアルスペーサ構造として機能させるために、先にも説明を行なっ
たとおり、ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部においてアレイ基板１１０
の表面に段差が形成される２倍走査線方式特有の構成を利用している。より具体的には、
ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部に配置されるメインスペーサ１２５ｍ
およびサブスペーサ１２５ｓと対向配置されるアレイ基板１１０の表面に、２倍走査線方
式特有の構成として、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する部分とゲート配線
１１７とソース配線１１８が交差しない部分とでアレイ基板１１０の表面の高さの異なる
段差が設けられることにより、デュアルスペーサ構造として機能している。
【００７４】
　なお、２倍走査線方式などの一部の例外的な信号線の配置を除いて、一般的な液晶表示
装置では、ＢＭにおける格子状の遮光パターンの交差部において、全て、ゲート配線とソ
ース配線が交差して配置され、本実施の形態１の様にアレイ基板の表面に段差が形成され
ない。つまり、格子状の遮光パターンの交差部および当該アレイ基板表面の段差を利用し
たデュアルスペーサ構造を形成することができない。従って、一般的な液晶表示装置でデ
ュアルスペーサ構造を形成する場合には、メインスペーサとサブスペーサの少なくとも何
れか一方について、格子状の遮光パターンの交差部以外、つまり、ゲート配線におけるソ
ース配線との交差部やＴＦＴ部を除いた一部に配置するか、ＣＦ基板側に設けられる柱状
スペーサ自体を２種類の高さに作り分けてデュアルスペーサ構造とする構成を採らざるを
得ないことになる。その結果として、引きずり痕による光漏れと、それに伴う表示画像の
コントラストの低下が懸念され、これらを防止するために引きずり痕を遮光するために遮
光領域を増やすと開口率の低下を招くことになる。
【００７５】
　以上説明のとおり、本実施の形態１においては、アレイ基板１１０の表面に形成される
段差を利用してデュアルスペーサ構造を形成することから、メインスペーサ１２５ｍとサ
ブスペーサ１２５ｓについて、ＣＦ基板１２０側において、それぞれ互いに同じ厚みに設
けられる柱状の樹脂パターンを共通部材として構成することができる。その結果として、
ＣＦ基板１２０上にメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓを形成する際の製造
プロセスについて、デュアルスペーサ構造とするための別の形態となるＣＦ基板側におい
て厚みを異ならせた柱状の樹脂パターンを設けるために必要となるハーフトーンマスク（
或いはグレートーンマスク、その他、中間調露光マスク、階調露光マスクなどと言われる
）技術の採用や、厚みを作り分けるために２回のパターンニング工程を行なう方法の採用
など、プロセスの複雑化を招く場合やコスト増加を伴う場合のある製造プロセスを用いる
必要が無くなる。従って、本実施の形態１においては、先に説明した効果に併せて、プロ
セスの複雑化やコスト増加を伴う場合のある製造プロセスを用いる必要が無いことから、



(18) JP 2019-35940 A 2019.3.7

10

20

30

40

50

比較的容易に、或いは低コストにて、低温や高温に置いた場合における不良発生を抑制す
ることができ、広い温度範囲で使用しても高い信頼性が得られるデュアルスペーサ構造を
有した液晶表示装置を得ることができる。
【００７６】
　続いて、実施の形態１の液晶表示装置におけるデュアルスペーサ構造の柱状スペーサを
構成する特にＣＦ基板１２０側に設けられる柱状の樹脂パターンについて、実施の形態１
の様に、それぞれ互いに同じ厚みに設けられる柱状の樹脂パターンを共通部材として構成
されるのではなく、互いに異なる厚みに設けられる柱状の樹脂パターンにより構成される
こととした変形例について、図７を用いて説明を行う。なお、説明については、実施の形
態１との変更部分について重点的に行ない、適宜、重複する構成については説明を省略す
ることとする。ここで、図７は、実施の形態１との変更部分となるデュアルスペーサ構造
を構成するＣＦ基板１２０側に設けられる柱状の樹脂パターンについて説明する断面図で
あって、実施の形態１の図３に示されるＸ１－Ｘ２断面線における断面図となる図４に対
応する。図４の断面図と同様に、図７は液晶パネル１００のアレイ基板１１０とＣＦ基板
１２０の表面に特に外圧などが印加されない状態、つまり、基板間隔が所定値（セルギャ
ップ値）の状態を示している。
【００７７】
　この変形例については、実施の形態１の液晶表示装置における図３に示されるメインス
ペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓの平面配置とアレイ基板１１０側に配置される各
信号線との位置関係については特に変更することなく、デュアルスペーサ構造の柱状スペ
ーサを構成する特にＣＦ基板１２０側に設けられる柱状の樹脂パターンについて、図７に
示すとおり、互いに異なる厚みに設けられる柱状の樹脂パターンにより構成されることと
し、より具体的には、メインスペーサ１２５ｍを構成する柱状の樹脂パターンに比べて薄
い厚みに設けられる柱状の樹脂パターンにより構成されるサブスペーサ１２５ｓｓを備え
るよう変更されている。
【００７８】
　一方、先に説明のとおり、メインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓの平面配置
とアレイ基板１１０側に配置される各信号線との位置関係については、実施の形態１と同
様であることから、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓｓが対向配置さ
れるアレイ基板１１０の表面において、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する
部分とゲート配線１１７とソース配線１１８が交差しない部分とで高さの異なる段差が設
けられる点については、本変形例においても同様である。従って、図７に示されるとおり
、特に外圧などが印加されない状態において、サブスペーサ１２５ｓｓは、ソース配線１
１８の厚みとメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓｓの厚みの差分との和に相
当する距離だけ、アレイ基板１１０の表面より間隔を空けて配置されている。つまり、特
に外圧などが印加されない状態におけるサブスペーサ１２５ｓｓとアレイ基板１１０の表
面との間隔は、実施の形態１におけるサブスペーサ１２５ｓとアレイ基板１１０の表面と
の間隔と比べて、メインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓｓの厚みの差分だけ拡
がっていることになる。
【００７９】
　以上、構成について説明した実施の形態１の変形例の液晶表示装置においては、実施の
形態１の液晶表示装置と同様に、上記のメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２
５ｓｓの配置、横電界方式におけるスリット電極の配置、更に、ＢＭ１２３における格子
状の遮光パターンの配置が採られていることによって、メインスペーサ１２５ｍおよびサ
ブスペーサ１２５ｓｓの双方の近傍において、引きずり痕による光漏れと、それに伴う表
示画像のコントラストが低下すること、つまり、表示品位の低下を招くことなどについて
抑制することができる。また、ＢＭ１２３における遮光領域を必要以上に増加することな
く、つまり、必要以上に開口率を低下することなく、上記の光漏れを抑制すること、或い
は、それに伴う表示品位の低下について抑制することなどの効果について得ることができ
る。
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【００８０】
　また、アレイ基板１１０の表面に形成される段差に加えて、メインスペーサ１２５ｍお
よびサブスペーサ１２５ｓｓの厚みの差を利用して、デュアルスペーサ構造において、サ
ブスペーサ１２５ｓｓとアレイ基板１１０の表面との間隔を拡げることができ、サブスペ
ーサ１２５ｓｓとアレイ基板１１０が当接するまでのメインスペーサ１２５ｍの圧縮変形
量のマージンが拡がる。従って、低温や高温に置いた場合における不良発生を抑制するこ
とができ、広い温度範囲で使用しても高い信頼性が得られるデュアルスペーサ構造を有し
た液晶表示装置を得ることができるという実施の形態１で得られる効果と同様の効果が得
られることに加えて、上記のとおり、サブスペーサ１２５ｓｓとアレイ基板１１０が当接
するまでのメインスペーサ１２５ｍの圧縮変形量のマージンが拡がることより、特に低温
時の発泡不良の抑制作用を高め、信頼性に係る性能を向上することができる。
【００８１】
実施の形態２．
　続いて、先に説明を行った実施の形態１の液晶表示装置より、特にアレイ基板１１０に
おける２倍走査線方式を用いた信号線の配置について、別の方式の信号線の配置に変更を
行った実施の形態２の液晶表示装置について、図８から図１０を用いて説明を行う。図８
および図９は、発明の主要部となるアレイ基板上に設けられる信号線などの各パターンの
配置、カラーフィルタ基板上に設けられる柱状スペーサとブラックマトリクスの配置を示
す詳細説明図であり、図８は、それら各構成の平面配置を示す平面図、図９は、図８にお
けるＸ３－Ｘ４断面線における断面図に対応する。また、図９は、主にアレイ基板上に設
けられる信号線などの電気的な接続関係を示した概略的な平面図である。以下、実施の形
態１との変更部を重点的に説明することとする。
【００８２】
　なお、実施の形態１では、ゲート配線１１７、ソース配線１１８、およびＴＦＴ１１４
を介した画素電極１１２への表示電位の供給方法として、いわゆる２倍走査線方式を用い
ることとし、その２倍走査線方式におけるゲート配線１１７とソース配線１１８の特徴的
な配置となるＢＭ１２３交差部においてゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する
部分と、ソース配線１１８が設けられずゲート配線１１７のみが配置される部分のそれぞ
れにメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓを配置することとすることによ
り、アレイ基板１１０の表面に形成される段差を利用してデュアルスペーサ構造を形成し
たものであった。一方、本実施の形態２においては、ゲート配線１１７、ソース配線１１
８、およびＴＦＴ１１４を介した画素電極１１２への表示電位の供給方法として、ゲート
配線１１７とソース配線１１８の行方向と列方向の関係性を逆とし、列方向に延在するゲ
ート配線１１７の本数を半分とし、行方向に延在するソース配線１１８の本数は２倍とし
、ＢＭ１２３交差部においてゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する部分と、ゲ
ート配線１１７が設けられずソース配線１１８のみが配置される部分のそれぞれにメイン
スペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓを配置することとした。
【００８３】
　より具体的には、先ず、アレイ基板１１０側に設けられるゲート配線１１７とソース配
線１１８の詳細配置より説明を行なう。例えば、行列状に配列して設けられる画素電極１
１２が、行方向（Ｘ方向）にＮ個配列され、列方向（Ｙ方向）にＭ個配列されるとすれば
、図１０の概略的な平面図に示されるとおり、ゲート配線１１７（１１７ｎ～１１７ｎ＋

1）は、Ｎ列配列される画素電極１１２に対して、各々２列ずつに区切るように設けられ
、各ゲート配線１１７は、各々の両側に配置される２個のＴＦＴ１１４を介して画素電極
１１２に接続されている。つまり、ゲート配線１１７（１１７ｎ～１１７ｎ＋1）は、互
いに隣接する任意の２列の画素電極１１２間に挟まれる各領域において、１本配置される
画素間領域と配置されない画素間領域が交互に繰り返される配置となり、総計Ｎ／２本設
けられることになる。
【００８４】
　一方、ソース配線１１８（１１８ｍ～１１８ｍ＋7）は、Ｍ行配列される各画素電極１
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１２に対して、上下方向より両側から挟むように２本ずつ設けられ、図８の平面図に示さ
れるとおり、この各画素電極１１２を上下方向より両側から挟んで配置される２本のソー
ス配線１１８により挟まれる領域に位置する各ゲート配線１１７上に並んで配置される２
個のＴＦＴ１１４に対して、当該２本のソース配線１１８がそれぞれ接続されている。つ
まり、ソース配線１１８（１１８ｍ～１１８ｍ＋7）は、互いに隣接する任意の２行の画
素電極１１２間に挟まれる各領域において、２本ずつ設けられ、総計２Ｍ本設けられるこ
とになる。
【００８５】
　以上のとおり、本実施の形態２では、Ｍ行Ｎ列に配列される各画素電極１１２に対して
、ゲート配線１１７について、総計Ｎ／２本設けられ、ソース配線１１８について、総計
２Ｍ本設けられる構成を用いている。従って、額縁領域１９０に設けられる構成について
の図示は省略しているが、ゲート配線１１７の本数が画素電極１１２の列数に比べて半分
の本数に削減されていることに伴って、ゲート配線１１７用のゲート駆動ＩＣチップ１３
４の数も削減して設けられることになる。
【００８６】
　また、本実施の形態２においては、上記のゲート配線１１７およびソース配線１１８の
配置の違いの他に、画素電極１１２および対向電極１１３が概ね正方形の矩形を有して、
１対の画素電極１１２および対向電極１１３に対応する画素について、３原色である赤（
Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）と、主に輝度を調整する白（Ｗ）、つまり、青色、赤色、緑色
、および白色よりなる４色が２行２列の行列状に配列してなる４画素を繰り返し単位とし
て構成される絵素が配列してカラー表示が行なわれる構成を採っている。
【００８７】
　また、実施の形態１においては、対向電極１１３に設けられたスリット状の開口部とな
るスリット電極１１３ｓについて、Ｙ方向、つまり、ソース配線１１８の延在方向となる
列方向に、そのスリット電極１１３ｓの長手方向を有して配置される例について説明を行
ったが、本実施の形態２においては、図８に示されるとおり、同じＹ方向であるが、ゲー
ト配線１１７の延在方向となる列方向に、そのスリット電極１１３ｓの長手方向を有して
配置される。
【００８８】
　続いて、ＣＦ基板１２０上に設けられる柱状スペーサ（メインスペーサ１２５ｍおよび
サブスペーサ１２５ｓ）、ＢＭ１２３などの各構成の配置について、適宜、アレイ基板１
１０側に設けられるゲート配線１１７とソース配線１１８との位置関係も踏まえながら、
以下、詳細説明を行う。先ず、本実施の形態２の格子状の遮光パターンよりなるＢＭ１２
３の平面配置としては、図８の平面図に示されるとおり、各画素電極１１２間において、
列方向の画素間領域においては、ゲート配線１１７が１本配置される画素間領域と配置さ
れない画素間領域が交互に繰り返される配置となっているが、ゲート配線１１７が１本配
置される画素間領域とゲート配線１１７が配置されない画素間領域の双方の画素間領域に
ＢＭ１２３の遮光パターンは配置される。特に本実施の形態２においては、ゲート配線１
１７が１本配置される画素間領域とゲート配線１１７が配置されない画素間領域の双方の
画素間領域に配置されるＢＭ１２３の遮光パターンについて、同じ幅で設けるようにした
。つまり、ＢＭ１２３における列方向に沿って設けられる遮光パターンについて、各列間
で同じ幅で設けられる。
【００８９】
　この様に同じ幅で設けられることにより、画像を表示した際において、輝度ムラを生ず
ることによる列方向に沿う方向での縦スジや縦ムラが発生することを防止することができ
、高い表示品位が得られることから、より望ましい。なお、表示品位よりも開口率を重視
する設計を行なう場合には、ゲート配線１１７が１本配置される画素間領域に配置される
ＢＭ１２３の遮光パターンに比べて、ゲート配線１１７が配置されない画素間領域に配置
されるＢＭ１２３の遮光パターンを細くなるように設けても良く、その場合には、等幅と
する場合に比べると、若干、表示品位が劣るものの高い開口率を得ることができることに
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なる。
【００９０】
　一方、各画素電極１１２間において、行方向の画素間領域においては、ソース配線１１
８が２本ずつ設けられる配置となっているが、当該画素間領域において、ＢＭ１２３の遮
光パターンは、上記のとおり、隣接して並走して設けられる２本のソース配線１１８の隙
間も含めて両者を覆うように、行方向の画素間領域の全体に渡って配置される。
【００９１】
　また、本実施の形態２においては、上記のとおり、２行２列の４画素を赤（Ｒ）、緑（
Ｇ）、青（Ｂ）と、白（Ｗ）より構成される１つの絵素単位とすることから、図８に示さ
れるとおり、ＢＭ１２３に設けられたＢＭ開口部１２３ｏとその周辺部までを覆う領域に
設けられる色材層の孤立パターンにより、赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）に対応して設け
られるカラーフィルタ１２２Ｒ～１２２Ｂが設けられ、更に、白（Ｗ）に対応して設けら
れる色材層の孤立パターンにより、カラーフィルタ１２２Ｗが設けられる。なお、カラー
フィルタ１２２Ｗについては、上記のとおり、カラーフィルタ１２２Ｒ～１２２Ｂと同様
に、顔料や染料などを分散させることを省略した感光性樹脂よりなる透明の色材層により
なる孤立パターンを選択しても良いし、透明樹脂膜よりなるオーバーコート層(ＯＣ膜)１
２４により兼ねて、別途孤立パターンによりなるカラーフィルタ１２２Ｗを配置すること
を省略しても良い。
【００９２】
　続いて、本実施の形態２の柱状スペーサの構成について詳細説明を行なう。本実施の形
態２の柱状スペーサ（メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ）については
、実施の形態１と同様にデュアルスペーサ構造を用いており、図９の特に外圧などが印加
されない状態における断面図に示されるとおり、メインスペーサ１２５ｍについては、ア
レイ基板１１０とＣＦ基板１２０の双方に当接した状態であり、サブスペーサ１２５ｓに
ついては、ＣＦ基板１２０側には当接して設けられるものの、アレイ基板１１０には当接
されていない。
【００９３】
　更に、これらメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの平面配置としては
、図８の平面図に示されるとおり、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ
の両者ともに、ＢＭ１２３におけるＢＭ開口部１２３ｏ間に設けられる格子状の遮光パタ
ーンの交差部に配置される。また、本実施の形態２の場合においては、互いに隣接する任
意の２列の画素電極１１２間に挟まれる各領域において、ゲート配線１１７が１本配置さ
れる画素間領域とゲート配線１１７が配置されない画素間領域が交互に繰り返される配置
となることに伴って、このＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部において、
ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する部分と、ゲート配線１１７とソース配線
１１８が交差しない部分、つまり、ソース配線１１８のみが設けられる部分が基本的には
行方向に沿って交互に設けられる。
【００９４】
　従って、ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部においては、ゲート配線１
１７の有無の差による段差がアレイ基板１１０上に形成され、このゲート配線１１７より
も上層に当該段差を平坦化する平坦化層などが設けられない限り、ＢＭ１２３における格
子状の遮光パターンの交差部において、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する
部分とゲート配線１１７とソース配線１１８が交差しない部分とでアレイ基板１１０の表
面の高さの異なる段差が設けられることになる。
【００９５】
　また、本実施の形態２のメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓにおいては、
実施の形態１と同様にＣＦ基板１２０の表面に固着して設けられるとともに、それぞれ互
いに同じ厚みに設けられる柱状の樹脂パターンを共通部材として構成される。更に、実施
の形態１と同様にメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓに対向する部分のアレ
イ基板１１０表面に段差が設けられることにより、メインスペーサ１２５ｍとサブスペー
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サ１２５ｓがデュアルスペーサ構造として機能する。
【００９６】
　以上説明のとおり、本実施の形態２のメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓ
とは、本実施の形態２におけるゲート配線１１７とソース配線１１８の特徴的な配置と、
当該メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの平面配置との関係性より、デ
ュアルスペーサ構造を有した柱状スペーサとして有効に機能する。
【００９７】
　続いて、本実施の形態２の液晶表示装置における作用および効果について説明を行う。
先ず、本実施の形態２の液晶表示装置においては、実施の形態１と同様に横電界方式であ
るとともに、対向電極１１３に設けられるスリット電極１１３ｓの長手方向について、ゲ
ート配線１１７の延在方向となる列方向に配置し、当該列方向に概ね平行方向に配向処理
を行なう。従って、この格子状の遮光パターンの交差部に配置されるメインスペーサ１２
５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの場合には、実施の形態１において説明を行なった柱状
スペーサの配向処理方向に対して下流側に発生する引きずり痕について、これら柱状スペ
ーサの配置される遮光パターンの交差部から下流側となるゲート配線１１７の延在方向に
沿って形成されることになるが、丁度、格子状の遮光パターン（特にＢＭ１２３における
ゲート配線１１７の延在方向となる列方向に延在して配置される各遮光パターン）の遮光
領域に沿って形成されることとなり、当該引きずり痕部分における光漏れが発生しないこ
とになる。特に本実施の形態２のＢＭ１２３の格子状の遮光パターンにおいては、ゲート
配線１１７が配置される画素間領域に限らず、ゲート配線１１７が配置されない画素間領
域にも遮光パターンが配置されていることから、サブスペーサ１２５ｓの近傍で発生する
引きずり痕についても遮光され、光漏れを生じない。
【００９８】
　つまり、本実施の形態２においては、上記のメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペー
サ１２５ｓの配置、横電界方式におけるスリット電極の配置、更に、ＢＭ１２３における
格子状の遮光パターンの配置が採られていることによって、メインスペーサ１２５ｍおよ
びサブスペーサ１２５ｓの双方の近傍において、引きずり痕による光漏れと、それに伴う
表示画像のコントラストが低下すること、つまり、表示品位の低下を招くことなどについ
て抑制することができる。また、ＢＭ１２３における遮光領域を必要以上に増加すること
なく、つまり、必要以上に開口率を低下することなく、上記の光漏れを抑制すること、或
いは、それに伴う表示品位の低下について抑制することなどの効果について得ることがで
きる。
【００９９】
　以上説明のとおり、本実施の形態２においては、実施の形態１と同様に、アレイ基板１
１０の表面に形成される段差を利用してデュアルスペーサ構造を形成することから、メイ
ンスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓについて、ＣＦ基板１２０側において、それ
ぞれ互いに同じ厚みに設けられる柱状の樹脂パターンを共通部材として構成することがで
きる。その結果として、プロセスの複雑化やコスト増加を伴う場合のある製造プロセスを
用いる必要が無いことから、比較的容易に、或いは低コストにて、低温や高温に置いた場
合における不良発生を抑制することができ、広い温度範囲で使用しても高い信頼性が得ら
れるデュアルスペーサ構造を有した液晶表示装置を得ることができる。
【０１００】
　また、本実施の形態２においては、３原色である赤（Ｒ）、緑（Ｇ）、青（Ｂ）と、輝
度信号に対応する白（Ｗ）、つまり、青色、赤色、緑色、白色の４色を用いたカラー表示
を行なう液晶表示装置であることから、上記説明の効果に加えて、広い色再現性と高コン
トラストを両立する高品位な画像を表示することができる。
【０１０１】
実施の形態３． 
　続いて、本発明を半透過型の２倍走査線方式を用いた液晶表示装置に適用した例となる
実施の形態３の液晶表示装置について、図１１および図１２を用いて説明を行う。図１１
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および図１２は、液晶パネル全体の構成の断面図と平面図をそれぞれ示しており、図１２
は、図１１におけるＸ５－Ｙ５断面線における断面図に対応する。以下、実施の形態１と
の変更部を重点的に説明することとする。
【０１０２】
　先ず、本実施の形態３におけるアレイ基板１１０側に設けられる各構成の配置について
図１１および図１２を用いて説明を行なう。図１１の平面図に示されるとおり、実施の形
態１における画素電極１１２について、半透過型の液晶表示装置とするのに対応して、そ
の一部の領域において、光を透過する透過領域Ｔを形成する透明導電層よりなる透過画素
電極１１２Ｔを備え、その別の一部の領域において、光を反射する反射領域Ｒを形成する
金属反射層よりなる反射画素電極１１２Ｒを備えることが実施の形態１との相違点となる
。なお、透過画素電極１１２Ｔと反射画素電極１１２Ｒの具体的な構成については、公知
の半透過型液晶表示装置にて用いられる何れのタイプであっても特に適用することに支障
は無い。
【０１０３】
　本実施の形態３の画素電極１１２においては、１例として、透過領域Ｔに設けられる透
過画素電極１１２Ｔとしては、ＩＴＯ膜などの一般的な透明導電膜の単層より構成し、反
射領域Ｒに設けられる反射画素電極１１２Ｒとしては、例えば、一般的な反射電極膜とな
る少なくともＡｌ膜が表層に設けられる単層膜或いは下層にＭｏ膜などのコンタクト層が
設けられる多層膜を選択し、更に、図１２の断面図で示されるとおり、反射領域Ｒにおい
ても反射画素電極１１２Ｒの上層に透過画素電極１１２Ｔが重なって配置され、透過画素
電極１１２Ｔと反射画素電極１１２Ｒとの間に配置される絶縁膜１１５を開口して設けら
れるコンタクトホール１１２ｃを介して互いに電気的に導通して設けられる構成とした。
また、図１１および図１２に示されるとおり、１つの画素を上中下の３つの領域に３分割
し、３分割の中央部を透過領域Ｔとし、残りの両端部を反射領域Ｒとしている。
【０１０４】
　以上説明のとおり、半透過型の液晶表示装置によりなる実施の形態３は、横電界方式の
液晶表示装置によりなる実施の形態１に対して、画素電極１１２の構成については大きく
相違するものの、透過画素電極１１２Ｔと反射画素電極１１２Ｒよりなる画素電極１１２
に接続して設けられるＴＦＴ１１４の構成と、ＴＦＴ１１４に接続されるゲート配線１１
７およびソース配線１１８の接続構造、平面配置については、２倍走査線方式を用いる点
で実施の形態１と共通することから、図１１の平面図に示されるとおり、殆ど相違が無い
ことになる。
【０１０５】
　より詳細には、図１１中に示すＸ方向を行方向、Ｙ方向を列方向と見なして説明すれば
、実施の形態１と同様にゲート配線１１７が行方向に延在し、ソース配線１１８が列方向
に延在して設けられることになり、それぞれ複数本設けられたゲート配線１１７とソース
配線１１８とは互いに交差して設けられる。更に、２倍走査線方式の特徴的な配置として
、行列状に配列して設けられる画素電極１１２に対して、ソース配線１１８は、各々２列
ずつに区切るように設けられ、各ソース配線１１８は、各々の両側に配置される２個のＴ
ＦＴ１１４を介して画素電極１１２に接続される。つまり、ソース配線１１８は、互いに
隣接する任意の２列の画素電極１１２間に挟まれる各領域において、１本配置される画素
間領域と配置されない画素間領域が交互に繰り返される配置となる。また、ゲート配線１
１７は、配列される各画素電極１１２に対して、上下方向より両側から挟むように２本ず
つ設けられ、上記の各ソース配線１１８の両側に配置される２個のＴＦＴ１１４に対して
、両側から挟んで配置されるゲート配線１１７が交互に接続されている。つまり、ゲート
配線１１７は、互いに隣接する任意の２行の画素電極１１２間に挟まれる各領域において
、２本ずつ設けられる。
【０１０６】
　続いて、本実施の形態３におけるＣＦ基板１２０側に設けられる各構成の配置について
、適宜、アレイ基板１１０側に設けられるゲート配線１１７とソース配線１１８との位置
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関係も踏まえながら、以下、図１１および図１２を用いて詳細説明を行なう。本実施の形
態３におけるＣＦ基板１２０においては、実施の形態１と同様に、各画素の画素電極１１
２に対応して配置される開口部となるＢＭ開口部１２３ｏが設けられる格子状の遮光パタ
ーンよりなるＢＭ１２３が設けられる。その平面配置としては、図１１の平面図に示され
るとおり、各画素電極１１２間において、列方向の画素間領域においては、ソース配線１
１８が１本配置される画素間領域と配置されない画素間領域が交互に繰り返される配置と
なっているのに対して、ソース配線１１８が１本配置される画素間領域とソース配線１１
８が配置されない画素間領域の双方の画素間領域にＢＭ１２３の遮光パターンは配置され
る。また、実施の形態１と同様に、ソース配線１１８が１本配置される画素間領域とソー
ス配線１１８が配置されない画素間領域の双方の画素間領域に配置されるＢＭ１２３の遮
光パターンについて、同じ幅で設けるようにした。つまり、ＢＭ１２３における列方向に
沿って設けられる遮光パターンについて、各列間で同じ幅で設けられる。
【０１０７】
　一方、各画素電極１１２間において、行方向の画素間領域においては、ゲート配線１１
７が２本ずつ設けられる配置となっているが、当該画素間領域において、ＢＭ１２３の遮
光パターンは、上記のとおり、隣接して並走される２本のゲート配線１１７の隙間も含め
て両者を覆うように、行方向の画素間領域の全体に渡って配置される点についても実施の
形態１と同様である。
【０１０８】
　また、本実施の形態３においては、半透過型の液晶表示装置とされているのに伴って、
ＣＦ基板１２０において、透過領域Ｔと反射領域Ｒにおいて、透過光と反射光の光路に対
応する液晶層１４０の厚みに相当するセルギャップを調整するギャップ調整層（以下、Ｇ
Ｃ層とも呼ぶ）１２７が設けられる。このＧＣ層１２７は、透過領域Ｔにおける液晶層１
４０の厚みに比べて、反射領域Ｒにおける液晶層１４０の厚みが半分程度となるよう調整
するために設けられる。具体的な構成としては、ＧＣ層１２７は、ＣＦ基板１２０上にお
ける反射領域Ｒにおいて、透過領域Ｔにおける液晶層１４０の厚みの半分程度の厚みに相
当する所定の膜厚を有した透明樹脂層により設けられ、透過領域Ｔにおいては、当該透明
樹脂層が開口して、つまり、除去されて設けられる。その結果、ＧＣ層１２７が設けられ
ることにより、反射領域Ｒにおける液晶層１４０の厚みが、前記の所定の膜厚に対応する
厚み分、前記の透過領域Ｔにおける液晶層１４０の厚みに比べて薄く調整される。つまり
、前記の所定の膜厚が透過領域Ｔにおける液晶層１４０の厚みの半分程度に設定すること
で、透過領域Ｔにおける液晶層１４０の厚みに比べて、反射領域Ｒにおける液晶層１４０
の厚みが半分程度となるよう調整されることになる。
【０１０９】
　なお、ＧＣ層１２７は、本来の目的からは、反射領域Ｒのみに設ければ良いことになる
が、図１１の平面図に示されるとおり、ＴＦＴ１１４やゲート配線１１７の形成領域にも
設けられている。これは透明樹脂層のパターニング加工の容易性などの理由によるもので
あり、ＧＣ層１２７の形成領域としては、図中のＸ方向に配列する各透過領域Ｔに対応す
るＸ方向に延在するストライプ状の抜き部（開口部）を除いて、基本的には表示領域２０
０の全面に設けられる。
【０１１０】
　また、横電界方式の実施の形態１においては、画素電極１１２と共に液晶を駆動する電
界を形成する対向電極１１３がアレイ基板１１０側に設けられていたが、本実施の形態３
においては、アレイ基板１１０側に設けられる対向電極１１３は省略され、代わりにＣＦ
基板１２０側における液晶層１４０側の面において、透過画素電極１１２Ｔおよび反射画
素電極１１２Ｒよりなる画素電極１１２と共に液晶を駆動する電界を形成する共通電極１
２８が設けられる。また、横電界方式において必要な構成となるＣＦ基板１２０の外側表
面に設けられる静電気防止用透明導電層１２６についても不要である。
【０１１１】
　以上説明のとおり、実施の形態１との相違点は、主に横電界方式の液晶表示装置より半
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透過型の液晶表示装置と変更されたことに伴うものであり、本発明の主要な特徴部となる
柱状スペーサ（メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ）については、以下
に詳細説明を行なうが、実施の形態１と大きくは変わらない。
【０１１２】
　続いて、本実施の形態３の柱状スペーサの構成について詳細説明を行なう。本実施の形
態３の柱状スペーサ（メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓ）については
、実施の形態１と同様にデュアルスペーサ構造を用いており、図１２の特に外圧などが印
加されない状態における断面図に示されるとおり、メインスペーサ１２５ｍについては、
アレイ基板１１０とＣＦ基板１２０の双方に当接した状態であり、サブスペーサ１２５ｓ
については、ＣＦ基板１２０側には当接して設けられるものの、アレイ基板１１０には当
接されていない。
【０１１３】
　更に、これらメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの平面配置としては
、図１１の平面図に示されるとおり、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５
ｓの両者ともに、ＢＭ１２３におけるＢＭ開口部１２３ｏ間に設けられる格子状の遮光パ
ターンの交差部に配置される。また、本実施の形態３の場合においては、実施の形態１と
同様に、互いに隣接する任意の２列の画素電極１１２間に挟まれる各領域において、ソー
ス配線１１８が１本配置される画素間領域とソース配線１１８が配置されない画素間領域
が交互に繰り返される配置となることに伴って、このＢＭ１２３における格子状の遮光パ
ターンの交差部において、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する部分と、ゲー
ト配線１１７とソース配線１１８が交差しない部分、つまり、ゲート配線１１７のみが設
けられる部分が基本的には行方向に沿って交互に設けられる。
【０１１４】
　従って、ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部においては、ソース配線１
１８の有無の差による段差がアレイ基板１１０上に形成され、このソース配線１１８より
も上層に当該段差を平坦化する平坦化層などが設けられない限り、ＢＭ１２３における格
子状の遮光パターンの交差部において、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する
部分とゲート配線１１７とソース配線１１８が交差しない部分とでアレイ基板１１０の表
面の高さの異なる段差が設けられることになる。
【０１１５】
　また、行方向の画素間領域においては、ゲート配線１１７が２本ずつ設けられる配置と
なっていることから、このＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部においては
、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓについて、この隣接して並走して
設けられる２本のゲート配線１１７の何れに重ねて配置しても良く、両者に重ねて配置し
ても良いが、柱状スペーサの配向処理方向に対して下流側に引きずり痕が発生することが
懸念されることから、以下の配置を選択するのが望ましい。つまり、本実施の形態３にお
いては、図１１の平面図中では特に配向処理方向を明示していないが、この隣接して並走
して設けられる２本のゲート配線１１７のうち、配向処理方向に対して上流側に位置する
ゲート配線１１７上のＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部にメインスペー
サ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓを配置することとし、メインスペーサ１２５ｍお
よびサブスペーサ１２５ｓの配向処理方向に対して下流側に形成される引きずり痕につい
て、これら隣接して並走して設けられる２本のゲート配線１１７の隙間も含めて両者を覆
うように配置されるＢＭ１２３によって効果的に遮光できるように配置することとした。
【０１１６】
　また、本実施の形態３のメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓにおいては、
実施の形態１と同様にＣＦ基板１２０の表面に固着して設けられるとともに、それぞれ互
いに同じ厚みに設けられる柱状の樹脂パターンを共通部材として構成される。
【０１１７】
　特に、半透過型の液晶表示装置においては、反射画素電極１１２Ｒに光を散乱し反射画
像の視認性を向上するために凹凸形状を形成するために、アレイ基板１１０側に有機樹脂
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膜を設ける場合も多く、その場合には、このソース配線１１８の有無による段差が平坦化
されてしまい本発明のデュアルスペーサ構造を構成することができないこととなる。一方
、本実施の形態３の半透過型の液晶表示装置の例では、アレイ基板１１０側に当該基板表
面を平坦化する作用を有する有機樹脂膜（有機平坦化膜）を設けておらず、図１２の断面
図にて示されるとおり、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓと対向配置
されるアレイ基板１１０表面には、実施の形態１と同様に、ソース配線１１８の有無の差
による段差が形成されており、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓを構
成するために有効に機能する。
【０１１８】
　以上説明のとおり、本実施の形態３のメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓ
とは、本実施の形態３におけるゲート配線１１７とソース配線１１８の特徴的な配置と、
当該メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの平面配置との関係性より、デ
ュアルスペーサ構造を有した柱状スペーサとして有効に機能する。
【０１１９】
　また、本実施の形態３では、ＣＦ基板１２０上にＧＣ層１２７が設けられており、先に
説明のとおり、ＧＣ層１２７は、ゲート配線１１７の形成領域にも設けられていることか
ら、ゲート配線１１７とソース配線１１８が交差する部分と、ゲート配線１１７とソース
配線１１８が交差しない部分、つまり、ゲート配線１１７のみが設けられる部分にそれぞ
れ配置されるメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓについては、図１２の
断面図にも示されるとおり、ＧＣ層１２７の表面にメインスペーサ１２５ｍおよびサブス
ペーサ１２５ｓが配置されることになる。
【０１２０】
　続いて、本実施の形態３の液晶表示装置における作用および効果について説明を行う。
本実施の形態３の液晶表示装置においては、半透過型の液晶表示装置であることから、ソ
ース配線１１８の延在方向となる列方向に対して所定の角度傾斜した方向に配向処理を行
なう。従って、本実施の形態３における格子状の遮光パターンの交差部に配置されるメイ
ンスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの場合には、実施の形態１において説明
を行なった柱状スペーサの配向処理方向に対して下流側に発生する引きずり痕について、
これら柱状スペーサの配置される遮光パターンの交差部から下流側となるソース配線１１
８の延在方向より所定の角度傾斜した方向に沿って形成されることになるが、このメイン
スペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの配置される遮光パターンの交差部の近傍
では、比較的広い面積の遮光領域が形成されることから、当該引きずり痕部分における光
漏れが発生し難いことになる。
【０１２１】
　特に本実施の形態３においては、先にも説明したとおり、メインスペーサ１２５ｍおよ
びサブスペーサ１２５ｓについて、行方向の画素間領域においては、隣接して並走して設
けられる２本のゲート配線１１７のうち、配向処理方向に対して上流側に位置するゲート
配線１１７上のＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部に配置することとして
いる。従って、これら隣接して並走して設けられる２本のゲート配線１１７の隙間も含め
て両者を覆うように配置されるＢＭ１２３によって、メインスペーサ１２５ｍおよびサブ
スペーサ１２５ｓの配向処理方向に対して下流側に形成される引きずり痕について有効に
遮光することができる。更に、本実施の形態３のＢＭ１２３の格子状の遮光パターンにお
いては、ソース配線１１８が配置される画素間領域に限らず、ソース配線１１８が配置さ
れない画素間領域にも遮光パターンが配置されていることから、サブスペーサ１２５ｓの
近傍で発生する引きずり痕についても有効に遮光することができ、光漏れを生じ難い。
【０１２２】
　つまり、本実施の形態３においては、上記のメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペー
サ１２５ｓの配置、更に、ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの配置が採られてい
ることによって、メインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓの双方の近傍にお
いて、引きずり痕による光漏れと、それに伴う表示画像のコントラストが低下すること、
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つまり、表示品位の低下を招くことなどについて抑制することができる。また、ＢＭ１２
３における遮光領域を必要以上に増加することなく、つまり、必要以上に開口率を低下す
ることなく、上記の光漏れを抑制すること、或いは、それに伴う表示品位の低下について
抑制することなどの効果について得ることができる。
【０１２３】
　以上説明のとおり、本実施の形態３においては、実施の形態１と同様に、アレイ基板１
１０の表面に形成される段差を利用してデュアルスペーサ構造を形成することから、メイ
ンスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓについて、ＣＦ基板１２０側において、それ
ぞれ互いに同じ厚みに設けられる柱状の樹脂パターンを共通部材として構成することがで
きる。その結果として、プロセスの複雑化やコスト増加を伴う場合のある製造プロセスを
用いる必要が無いことから、比較的容易に、或いは低コストにて、低温や高温に置いた場
合における不良発生を抑制することができ、広い温度範囲で使用しても高い信頼性が得ら
れるデュアルスペーサ構造を有した液晶表示装置を得ることができる。
【０１２４】
　また、先にも説明のとおり、本実施の形態３では、半透過型の液晶表示装置であること
から、ＧＣ層１２７の表面にメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓが配置
されることになり、ＧＣ層１２７の形成領域では液晶層１４０の厚みが薄くなり、その液
晶層１４０の厚みに相当するメインスペーサ１２５ｍおよびサブスペーサ１２５ｓを構成
する柱状の樹脂パターンの厚みについても薄くなる。これは本実施の形態３の場合に限ら
ず、ＣＦ基板１２０側にセルギャップを調整するＧＣ層１２７を設けた半透過型の液晶表
示装置を用いた場合に共通する特徴となる。このＣＦ基板１２０側にセルギャップを調整
するＧＣ層１２７を設けた場合において、デュアルスペーサ構造をメインスペーサとサブ
スペーサとで異なる厚みに設けられる柱状の樹脂パターンにより構成しようとすると、こ
の比較的薄い厚みの柱状の樹脂パターンにおいて、デュアルスペーサ構造を構成するため
の厚みの差を設ける公知の方法であるハーフトーンマスクなどの加工プロセスを用いる必
要がある。特に、サブスペーサとする相対的に更に薄い厚みに形成する柱状の樹脂パター
ンについては、これらの加工プロセスを経た結果として厚みが決まるが、薄くなり過ぎる
場合があるなど、サブスペーサとする柱状の樹脂パターンの厚みや形状が不安定となる。
つまり、このＣＦ基板１２０側にセルギャップを調整するＧＣ層１２７を設けた半透過型
の液晶表示装置の構成においては、デュアルスペーサ構造を安定して形成することができ
ないという問題がある。
【０１２５】
　然しながら、本実施の形態３の場合においては、メインスペーサ１２５ｍとサブスペー
サ１２５ｓについて、ＣＦ基板１２０側において、それぞれ互いに同じ厚みに設けられる
柱状の樹脂パターンを共通部材として構成したうえで、アレイ基板１１０の表面に形成さ
れる段差を利用してデュアルスペーサ構造を形成することから、ＣＦ基板１２０側におい
て同じ厚みに設ける柱状の樹脂パターンが比較的薄い厚みであっても、高さに差を設ける
ための加工プロセスを用いる必要が無いことから、比較的安定した厚みを有した柱状の樹
脂パターンを用いてメインスペーサ１２５ｍとサブスペーサ１２５ｓを構成することがで
きる。従って、本実施の形態３においては、ＣＦ基板１２０側にセルギャップを調整する
ＧＣ層１２７を設けた半透過型の液晶表示装置であるにも関わらず、デュアルスペーサ構
造を安定して形成することが可能である。
【０１２６】
　なお、本発明は上記説明を行った実施の形態１～実施の形態３およびその変形例におい
ては、ＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部に配置される柱状スペーサにお
いてデュアルスペーサ構造を形成するためにアレイ基板１１０表面に設けられる段差を形
成する手段となるゲート配線１１７とソース配線１１８の配置として、２倍走査線方式の
ゲート配線１１７とソース配線１１８を選択した例や、実施の形態２の様に、互いに隣接
する２行の画素電極１１２間の領域において、ソース配線１１８が２本ずつ配置され、互
いに隣接する２列の画素電極１１２間の領域において、ゲート配線１１７が１本配置され
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る画素間領域と配置されない画素間領域が交互に繰り返される配置されるゲート配線１１
７とソース配線１１８の配置を選択した例について説明を行ったが、本発明に好適な構成
としては、これらの例に限られない。例えば、ゲート配線１１７とソース配線１１８の配
置に関して、ゲート配線１１７とソース配線１１８のうち一方の信号線について、互いに
隣接する任意の２行の画素電極１１２間の領域において、当該一方の信号線が複数本配置
されるとともに、ゲート配線１１７とソース配線１１８のうち他方の信号線について、互
いに隣接する任意の２列の画素電極１１２間の領域において、この他方の信号線が１本配
置される領域と配置されない領域が混在して配置されるものであれば、実施の形態１～実
施の形態３におけるゲート配線１１７とソース配線１１８の配置と同様にＢＭ１２３にお
ける格子状の遮光パターンの交差部において、ゲート配線１１７とソース配線１１８の何
れか一方の信号線の有無による段差を設けることができる。従って、この様にＢＭ１２３
における格子状の遮光パターンの交差部において形成される段差を利用して、実施の形態
１～実施の形態３と同様に、当該交差部に配置する柱状スペーサにおいてデュアルスペー
サ構造を形成することが可能である。つまり、上記のとおり、実施の形態１～実施の形態
３などで説明した本発明の基本的な効果について得ることができる。
【０１２７】
　また、上記説明を行った実施の形態１～実施の形態３およびその変形例においては、本
発明について、横電界方式の液晶表示装置、或いは、特にアレイ基板１１０側に有機樹脂
膜（有機平坦化膜）を設けないタイプの半透過型の液晶表示装置に適用した場合について
、本発明で得られる基本的な効果に加えて、付加的な効果などが得られることから、より
好適な適用例として説明を行ったが、本発明に好適な構成としては、これらの例に限られ
ない。つまり、例えば、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）方式や、その他の方式
の液晶表示装置に適用しても良く、実施の形態１～実施の形態３におけるゲート配線１１
７とソース配線１１８の配置と同様にＢＭ１２３における格子状の遮光パターンの交差部
において、ゲート配線１１７とソース配線１１８の何れか一方の信号線の有無による段差
を設けることができる構成であれば、当該段差を利用して、実施の形態１～実施の形態３
と同様に、当該交差部に配置する柱状スペーサにおいてデュアルスペーサ構造を形成する
ことが可能である。つまり、上記のとおり、実施の形態１～実施の形態３などで説明した
本発明の基本的な効果について得ることができる。
【０１２８】
　また、本発明は上記説明を行った実施の形態１～実施の形態３およびその変形例或いは
変形を示唆した構成に限られたものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、一部構
成について適宜公知の構成に変更することが可能である。また、上記説明を行った実施の
形態１～実施の形態３およびその変形例或いは変形を示唆したそれぞれの構成は、矛盾を
生じない範囲で互いに組み合わせて適用することができ、それぞれの構成により生ずるそ
れぞれの効果や複合効果を得ることができる。
【符号の説明】
【０１２９】
１００　液晶パネル、１１０　ＴＦＴ基板、１２０　カラーフィルタ基板、
１１１，１２１　ガラス基板、
１１２　画素電極、１１２Ｔ　透過画素電極、１１２Ｒ　反射画素電極、
１１２ｃ　コンタクトホール、
１１３　対向電極、１１３ｓ　スリット電極、１１３ｏ　対向電極(開口部)、
１１４　ＴＦＴ、１１４ｃ　半導体層、
１１４ｓ　ソース電極、１１４ｄ　ドレイン電極、１１５　絶縁膜、
１１６　信号端子、
１１７，１１７ｍ～１１７ｍ＋４，１１７ｎ～１１７ｎ＋1　走査信号線（ゲート配線）
、
１１８，１１８ｍ～１１８ｍ＋7，１１８ｎ～１１８ｎ＋2　映像信号線（ソース配線）、
１２２Ｒ,１２２Ｇ,１２２Ｂ,１２２Ｗ　カラーフィルタ、
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１２３　ブラックマトリクス（ＢＭ）、１２３ｏ　ＢＭ開口部、
１２４　オーバーコート層(ＯＣ膜)、
１２５ｍ　柱状スペーサ（メインスペーサ）、
１２５ｓ、１２５ｓｓ　柱状スペーサ（サブスペーサ）、
１２６　静電気防止用透明導電層、
１２７　ギャップ調整層（ＧＣ層）、１２８　共通電極、
１３０　シール材、１３１　偏光板、１３２　偏光板、
１３３　ソース駆動ＩＣチップ、１３４　ゲート駆動ＩＣチップ、
１３５　制御基板、１３６　ＦＦＣ、
１４０　液晶層、１９０　額縁領域、２００　表示領域、
Ｔ　透過領域、Ｒ　反射領域。

【図１】 【図２】
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